
①

円

円

円

円

円

改善実施済 検討中 　改善未実施

★★★★★

平成29年度

平成29年度

説   明

補助金交付額 7

　　  あり　　     なし

会員数が増加することで、会費等による自主財源向上によるコスト改善の余地がある。
会費等により受益者負担は適正化されている。

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

一 次 評 価 責 任 者

評　　価

16.31%

　効率化

廃止・休止

     縮　小

 現状のまま継続

令和元年5月27日

 効率化

平成30年度

成果向上の余地

役割分担

一 次 評 価 日

今後の方針

事

業

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

   拡　大

官

民

役

割

分

担

評

価

有
効
性

他の事業に統合

  改善のうえで継続

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

      あり　　     なし

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

　　※吉川市たばこ販売促進会からは交付申請なし。

効
率
性

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

区分

110.43%

業

績

評

価

減少することが良いとされる指標

交付金額

活
動
結
果

主

な

取

組

対象団体会員数①

単　　位単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

120.00%

補助金交付額

廃止・休止

成果・効率性向上度のポジション

合　　　　計

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストが増加してい
る

達成された

★★★★

★★★★★

市が商業団体及び事業を支援することは、市内商業の活性化につながるため妥当である。

各団体ともに意欲的に活動しているため、成果向上の余地がある。
後期基本計画の「賑わいのある商業の振興」に貢献している。

     縮　小

補助金交付団体・事業

なまず特産品販売会

　　  あり　　     なし

平成30年度

★★★★★

成
果
結
果

★★★★★

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

  　　妥当　　    要検討

①

終了・完了

公  　共  　性

80.71%

他の事業に統合

100.00%

平成28年度

達成された

改

革

改

善

一店逸品事業

よしかわラッピーカード会

吉川団地名店会

結
　
果

達成された

82.86%

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

684,000

380,000

144,000

効
率
性

　　  妥当　   　 要検討

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

今後の方針

　　  あり　     　なし

   拡　大

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

二
次
評
価

区　　　分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

110.43%

↓

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

円／円

目
標
達
成
度

8

各団体とも会員数の確保が課題である。商品のPRなど官民協働による販路拡大に取り組んでいく。

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

コスト改善の余地

提供の対象者は偏りがないが、日常生活に必要不可欠でない
サービス

行政関与の
妥当性

令和元年6月26日

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

課題と今後の改善策

750,000

1,958,000

補助交付団体及び事業

会員数

6

36

11

60

113

櫻井　敬雄

概ね達成された達成された 概ね達成された

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

33

113

市　      　  債

事業所

令和2年度

5

140

平成28年度

116
140

1,958,000

33

2,186,000
2,186,000

対象団体会議への参加
回

対象団体構成（参加）会員（事業所）数

対象団体会員数

受益者負担率（⑩÷⑤）

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)経営の安定化

第６節　賑わいある商業の振興

会計区分第４章 躍動・活力・賑わいのまちづくり（地域振興部門）

0.22人

平成29年度

対象団体（なまず特産品販売会、ラッピーカード会、たばこ販
売促進会、吉川団地名店会）
対象事業（一店逸品事業）

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

33

4,186,000

33

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

①

③

0.22人

国  補  助  率

47,061

0.19人

1,958,000

よしかわなまず特販会ほか3団体及び1事業

10,791

16,745

33 33

2,139

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982 9697

吉川市商工業団体活性化推進事業費補助金交付要綱

補助・負担等

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

平成28年度

40510101

無

櫻井敬雄 連絡先

事  業   区  分

施　　　　策

まちづくり目標

事務事業の性質

23歳

商業活性化推進事業

商工費 商工費

商工振興費

平成7年度 事業年齢

吉川市一般会計

0.19人

4,9413,4472,374

吉川市商工業団体活性化推進事業費補助金

・各会員の資質の向上及び対象団体の自主運営（財源調達
を含む）を図り、市内商業者の活性化を図る。

増減額(千円)

4,282

1.3人

11,804

0.15

11,965

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

決算(千円)

0.03

歳
出
予
算
科
目

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

予算(千円)

・吉川団地名店街は店舗数の上限があり会員数の増は望
めないが、他の団体にあっては今後の会員数の拡大が課
題である。たばこ販売促進会については社会情勢からも、
今後の組織拡大は困難と考える。

業務プロセス(№・名称）
吉川市商工業団体活性化推進事業費補助金交付事務

計画名

0.22人

1.15人

令和元年度

16,08647,061 15,251

5

5

2,186,000

実績値

5

4,186,000

16,086

②

0.21人

平成30年度

そ   　の    他 

14,699

平成30年6月29日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分
実績値

①

③

受益者負担額（使用料・手数料等）

成
果
指
標

2,139

②

6

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

-対象年齢

目
　
　
　
的

10,739

平成30年度

細目

33

6

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

補助金交付額

決算(千円)
区　　　　　分

168

目

標

設

定

・

実

績

6021 01

産業振興部 商工課 商工観光係

No.

1.3人

13,113

直  接  事  業  費

令和2年度

事 前 評 価 日

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名

1.24人

Ｄ

対象団体開催会議へのオブザーバー参加延べ回数

⑥

1,066

実績値

140

単　位

5

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑧

140

対
象
指
標

補助金交付対象団体

計画(見込)値

対象団体等への補助金交付総額

目標(見込)値

①

円

②

140

目標(見込)値

吉川市単独

計画(見込)値

5

2,186,000

平成30年度

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

35,096

33

活
 

動
 

指
 

標

①

未設定

商業活性化推進事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

505101 有

補助事業の上乗せ・横出しあり

1.3人

13,113

16,745

商業活性化推進事業
事前評価責任者

事  業   期  間

正職員間接投入人員

正職員直接投入人員 1.15人

国  庫　支　出　金

② 11,804

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

11,804

15,251

3,908

・各対象団体等への事業費補助を行うとともに、各会議等へ
の参加と情報提供等を行う。

14,699

1,073

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

-

一部補助

団体等

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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商 工 費



①

円

改善実施済 検討中 　改善未実施

26.41%

93.75%

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★★★

平成29年度

平成29年度

88.75%

情報提供回数

終了・完了

公  　共  　性

　効率化

廃止・休止

     縮　小

 現状のまま継続

令和元年5月27日

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

評　　価

172.73%

達成された

平成30年度

効
率
性

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

補助金額

　　  あり　　     なし

他の事業に統合

会員数が増加することで、会費等による自主財源向上によるコスト改善の余地がある。
会費等により受益者負担は適正化されている。

事

業

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

   拡　大  効率化

成果向上の余地

役割分担

一 次 評 価 日

今後の方針

★★★★★

平成30年度

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストが増加してい
る

達成された

★★★★

区分

163.64%

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標

①

廃止・休止

成果・効率性向上度のポジション

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

官

民

役

割

分

担

評

価

  改善のうえで継続

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

★★★★

163,623

活
動
結
果

主

な

取

組

吉川工専工業会の会員数①

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

単　　位単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

93.75%

情報提供回数

説   明

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

平成28年度

達成された

改

革

改

善

228,000 71

補助金交付団体

成
果
結
果

★★★★★

今後の方針

　　  あり　     　なし

   拡　大

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

　　  あり　　     なし

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

課題と今後の改善策

区　　　分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

100.00%

効
率
性

市が工業団体を支援することは、市内工業の活性化につながるため妥当である。

各団体ともに意欲的に活動しているため、成果向上の余地がある。
後期基本計画の「活力のある工業の振興」に貢献している。

     縮　小

名称 会員数

吉川工専工業会

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

吉川工専工業会では会員数が減少している。

概ね達成された概ね達成された 概ね達成された

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

コスト改善の余地

提供の対象者は偏りがないが、日常生活に必要不可欠でない
サービス

行政関与の
妥当性

結
　
果

↓

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

円／回

目
標
達
成
度

206,839

令和元年6月26日

櫻井　敬雄

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

228,000

11

228,000

1

3,928

3,928

228,000 228,000

71

令和2年度

1

市　      　  債

80

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)経営の安定化

第７節　活力ある工業の振興

会計区分第４章 躍動・活力・賑わいのまちづくり（地域振興部門）

0.05人

平成29年度

・吉川工専工業会
・東埼玉テクノポリス協同組合

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

無

12,960会員負担金

778

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

県中小企業振興公社情報会への参加

①

③

0.05人

国  補  助  率

8,869

0.03人

12,960

18

小松川工専地域内工業事業所の集合体

1,852

1,2101,0051,102

0.05人

0.2人

0.02

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982 9697

吉川市商工業団体活性化推進事業費補助金交付要綱

補助・負担等

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

平成28年度

40510201

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

予算(千円)

工業団体参加事業所の経営安定化に向けた取り組みの強
化

業務プロセス(№・名称）
吉川市商工業団体活性化推進事業費補助金交付事務

計画名

櫻井敬雄 連絡先

事  業   区  分

施　　　　策

まちづくり目標

事務事業の性質

16歳

工業団体支援事業

商工費 商工費

商工振興費

平成14年度 事業年齢

吉川市一般会計

0.03人

吉川市商工業団体活性化推進事業費補助金

・自主財源での組織運営（吉川工専工業会）
・参加事業所の拡大及び参加事業所の経営安定化

増減額(千円)

1,210

0.3人

2,718

0.10

1,733

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

決算(千円)

歳
出
予
算
科
目

平成28年度

75

12,960

3,9288,869 3,723

東埼玉テクノポリス協同組合

1

1

18

実績値

1

19

80

18

円

令和元年度

12,960

毎年度3月31日現在の会員数

事  業   期  間

目

標

設

定

・

実

績

正職員間接投入人員

②

0.03人

平成30年度

そ   　の    他 

2,989

平成30年6月29日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分

18
11

補助金交付額

吉川工専工業会の会員数
① 事業所

③

②

228,000

1

受益者負担率（⑩÷⑤）

受益者負担額（使用料・手数料等）

778

1

228,000

1

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

1

情報提供回数

実績値

体

228,000

75

12,960

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

-対象年齢

目
　
　
　
的

1,843

平成30年度

細目

6021 02

産業振興部 商工課 商工観光係

No.

0.3人

2,945

直  接  事  業  費

令和2年度

事 前 評 価 日

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名 工業団体支援事業
事前評価責任者

0.18人

3,928

工業団体への情報提供回数（総会・幹事会等）

1

目標(見込)値

①

回

②

12,960

80

目標(見込)値

12,960

成
果
指
標

875

実績値

80

計画(見込)値

円

2,945

東埼玉テクノポリス地域内工業事業所の集合体

体

228,000

活
 

動
 

指
 

標

1

①

単　位

18

平成30年度

1 1

1

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

1

12,960

Ｄ

吉川工専工業会への補助金

吉川市単独

計画(見込)値

1

⑧

80

対
象
指
標

吉川工専工業会

未設定

工業団体支援事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

505102 有

補助事業の上乗せ・横出しあり

0.3人

⑥

決算(千円)
区　　　　　分

2,718

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

7,136

正職員直接投入人員 0.2人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

2,718

3,723

1,137

工業団体に対する情報提供及び事業費の一部補助

2,989

-97

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

-

一部補助

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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商 工 費



①

名

名

名

名

改善実施済 検討中 　改善未実施

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

①

令和元年6月26日

今後の方針

　　  あり　     　なし

櫻井　敬雄

　　  あり　　     なし

円／円

目
標
達
成
度

1

事

業

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

100.00%

効
率
性

市が商工会を支援することは、市内商工業の活性化につながるため妥当である。

会員数が増加することで、成果向上の余地がある。
後期基本計画の「活力のある工業の振興」に貢献している。

     縮　小

↗

達成された達成された 概ね達成された

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

コスト改善の余地

より多くの市民に提供されるが、日常生活に必要不可欠でない
サービス

行政関与の
妥当性

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

商工会組織率の向上。

成果向上の余地

役割分担

一 次 評 価 日

今後の方針

区分

100.00%

達成された

★★★★★

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標

区　　　分

妥

当

性

   拡　大

官

民

役

割

分

担

評

価

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

平成28年度

達成された

改

革

改

善

会員数が増加することで、会費等による自主財源向上によるコスト改善の余地がある。
会費等により受益者負担は適正化されている。

平成30年度

★★★★★

  改善のうえで継続

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

成
果
結
果

★★★★★

   拡　大

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

廃止・休止

補助金交付

平成30年度

効
率
性

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

課題と今後の改善策

成果・効率性向上度のポジション

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★

コストが若干減少
している

結
　
果

★★★★★

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

受益者負担の
妥当性

令和元年５月２７日

補助金交付 1

　　  あり　　     なし

平成29年度

平成29年度

他の事業に統合

活
動
結
果

主

な

取

組

新会員数①

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

単　　位単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

147.62%

終了・完了

公  　共  　性

　効率化

廃止・休止

     縮　小

 現状のまま継続

他の事業に統合

説   明

 効率化

100.00%

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★★★

80.65%

一 次 評 価 責 任 者

評　　価

100.00%

達成された

吉川市商工会

会員数

内
訳

商業部会

工業部会

建設業部会

1,152

558

290

304

-2.00%

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

466

8,666

8,200

市内商工業者（商工会会員事業所）への経営相談及び経営
指導などを行う商工会への事業費補助を行う。

8,925

-1,000

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

-

一部補助

0.05人

⑥

決算(千円)
区　　　　　分

466

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

8,200

吉川市単独

計画(見込)値

正職員直接投入人員 0.08人

国  庫　支　出　金

②

未設定

経営改善推進事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

405104 有

平成30年6月29日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

8,666

吉川市商工会事業費補助金

・商工会会員事業所の経営安定（向上）
・吉川市商工会の経済的自主運営

増減額(千円)

8,200

0.05人

466

-0.03

1,152

成
果
指
標

実績値

⑧

62

対
象
指
標

会員数

62

1,152

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

Ｄ

9,921

事業所

活
 

動
 

指
 

標

①

単　位

8,200,000

平成30年度

-255

実績値

42

8,666

吉川市商工会事業費補助金の交付

目標(見込)値

①

円

②

62

目標(見込)値

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

-対象年齢

目
　
　
　
的

721

平成30年度

細目

6021 04

産業振興部 商工課 商工観光係

No.

0.05人

9,921

直  接  事  業  費

令和2年度

事 前 評 価 日

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名

平成30年度

正職員間接投入人員

目

標

設

定

・

実

績

実績値

区分

新会員数
①

1,151

③

②

事  業   期  間

②

0.01人

0.08人

743

間　 接　 経 　費　(加算)

吉川市商工会新規加入事業所数

1,147

8,6668,943 8,666

1,152

8,200,000

そ   　の    他 

8,200,000

62

9,200,000

受益者負担率（⑩÷⑤）

受益者負担額（使用料・手数料等）

-1,255

8,200,000
9,200,000

計画(見込)値

8,925

1,151

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

補助金交付

補助事業の上乗せ・横出しあり

62

平成28年度

62

まちづくり目標

事務事業の性質

-

商工会支援事業

商工費 商工費

商工振興費

特定不可 事業年齢

吉川市一般会計

施策小項目

048 － 982

令和2年度

1,152

市　      　  債

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

50

コ ス ト 対 象 外  (除外)

決算(千円)

0

歳
出
予
算
科
目

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

予算(千円)

会員向けの事業のみでなく、未加入事業所を含めた事業を
実施するなど、商工会への新規加入者（事業所）を増加させ
る。

業務プロセス(№・名称）
吉川市商工会事業費補助金交付業務

計画名

0.01人

0.08人

櫻井敬雄

事  業   区  分

施　　　　策

9697

吉川市商工会事業費補助金交付要綱

補助・負担等

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

平成28年度

40510401

無

連絡先
商工会支援事業

事前評価責任者

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

①

③

0.01人

国  補  助  率

8,943

0.01人

8,200,000

吉川市商工会会員（事業所）数

725

8,666

0.01人

8,2008,2009,200

8,200,000

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)経営の安定化

第６節　賑わいある商業の振興

会計区分第４章 躍動・活力・賑わいのまちづくり（地域振興部門）

0.01人

平成29年度

吉川市商工会

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ
ここをクリックすると

総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有

令和元年度

事業所

1,152

トータルコスト計（①＋②＋③－④） -1,255

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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①

改善実施済 検討中 　改善未実施

櫻井　敬雄

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

期　間

7/2～8/10

10/1

11/18～

内　　　　　　　容

結
　
果

吉川の四季をテーマに写真を募集し、コンテストを実施

なまず御前の販売促進を目的に市内飲食店で開催。

フォトコンテスト入選作品でカレンダーを作成して販売

期間中、さくら通りの桜のライトアップや、3月31には関公園でイベントを開催

　　②協賛事業
　　　なまずの日イベント
　　　吉川八坂祭り
　　③後援事業
　　　よしかわマルシェ、さつき展、第4回吉川街バル、菊花展

達成された達成度がやや低い
達成度がかなり低

い

事

業

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

   拡　大

官

民

役

割

分

担

評

価

改

革

改

善

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

円／円

目
標
達
成
度

7

行政関与の
妥当性

↓

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

会員数増と事業拡大により自立した運営を目指す。

コスト改善の余地

より多くの市民に提供されるが、突出した必需性が見当たらない
サービス

令和元年6月26日

100.00%

効
率
性

市が観光事業を主催する観光協会を支援することは、「まち」の活性化につながるため妥当である。

新規事業を企画するなどさらなる事業拡充が図れるため、成果向上の余地がある。
後期基本計画の「観光事業の充実」に貢献している。

     縮　小

①

１　よしかわ観光協会
　（１）目的
　　　吉川市の観光事業の健全な発達と振興及び地域の活性化を図り、もって市民の生活、文化及び産業経済の向上発展に寄与する。
　（２）主な事業
　　①主催事業

なまず御前乾杯イベント

フォトカレンダー販売

よしかわ観光フォトコンテスト

事　業　名

さくらまつり 3/25～4/8

成果向上の余地

役割分担

成
果
結
果

★★★★★

今後の方針

　　  あり　     　なし

   拡　大

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

　　  あり　　     なし

会員数が増加することで、会費等による自主財源向上によるコスト改善の余地がある。
会費等により受益者負担は適正化されている。

  改善のうえで継続

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

活
動
結
果

主

な

取

組

観光協会なまりんブログ閲覧数

平成30年度

★★★

コストが増加してい
る

達成された

★★★★★

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

課題と今後の改善策

区　　　分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性向上度のポジション

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

廃止・休止

一 次 評 価 日

今後の方針

★★★★★

成果・効率性ともに見直しが必要

★

区分

100.00%

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標

観光協会補助金 100.00%

 効率化

達成された

10.82%①

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

単　　位単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

68.48%

観光協会補助金 6

　　  あり　　     なし

他の事業に統合

他の事業に統合

公  　共  　性

　効率化

廃止・休止

     縮　小

 現状のまま継続

令和元年5月27日

受益者負担の
妥当性

一 次 評 価 責 任 者

効
率
性

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

説   明

評　　価

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 終了・完了

平成30年度

達成された

16.10%

212.80%

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★★★

平成29年度

平成29年度

平成28年度

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

17,396

20,559

3,292

よしかわ観光協会が主催・共催するイベントや観光PR事業
（イメージキャラクター「なまりん」の普及等）に要する経費に
対して補助金を交付するとともに、また、事務局を商工課商
工観光係が担当している。

22,297

-798

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

-

一部補助

27

正職員直接投入人員 2.02人

国  庫　支　出　金

②

未設定

観光振興事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

405106 有

補助事業の上乗せ・横出しあり

観光団体支援事業
事前評価責任者

事  業   期  間

歳
出
予
算
科
目

櫻井敬雄 連絡先

事  業   区  分

施　　　　策

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

2,735

35,000

対
象
指
標

観光協会なまりんブログ更新回数

22,874

総会時における観光協会会員数

回

活
 

動
 

指
 

標

113

観光協会なまりんブログ閲覧数
①

③

②

吉川市単独

計画(見込)値

45

新規加入者から退会者を差し引いた件数

⑧

17

成
果
指
標

105 100

11

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

120

10

7

Ｄ

なまりん着ぐるみ貸出件数（自己使用含めず）

計画(見込)値

件

-1,517

実績値

48,000

21,793

よしかわ観光協会補助金

120

目標(見込)値

①

円

②

8

75,000

目標(見込)値

14

①

単　位

2,965,000

平成30年度

2,965,000
3,830,000

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

-対象年齢

目
　
　
　
的

18,913

平成30年度

細目

6021 06

産業振興部 商工課 商工観光係

No.

1.92人

22,874

直  接  事  業  費

令和2年度

事 前 評 価 日

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名

1.91人

32,872

10

17

-2,315

120

30

42

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

115

観光協会補助金

実績値

件

10

8,200

4

12

受益者負担額（使用料・手数料等）

45

2,735,000

8,200

3,830,000

目

標

設

定

・

実

績

正職員間接投入人員

②

0.32人

平成30年度

17
件

そ   　の    他 

22,297

平成30年6月29日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分

1

着ぐるみ使用件数
回

観光協会なまりんブログ閲覧総数

43

⑥

21,31221,137 20,559

観光協会会員数

0.32人

2.02人

10

件

45

市　      　  債

0.34人

10

2,965,000

観光協会なまりんブログ更新回数

36

受益者負担率（⑩÷⑤）

18

45

2,965,000

実績値

0.34人

経営・労働相談業務を外部団体に委託

自主財源による運営及び会員の拡大
吉川市における観光事業に関する中心組織として活動

増減額(千円)

3,916

1.92人

17,396

1.92人

決算(千円)
区　　　　　分

17,396

0.32人

国  補  助  率

21,137

-0.10

18,402

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

決算(千円)

-0.02

19,005

4,3973,1633,961

よしかわ観光協会補助金

計画名

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

まちづくり目標

事務事業の性質

31歳

観光団体支援事業

商工費 商工費

商工振興費

昭和62年度 事業年齢

吉川市一般会計

17

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982 9697

一部委託

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

平成28年度

40510602

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

予算(千円)

財源、人員ともに自主運営を行うには厳しい状況にあり、会
員増による会費収入及び観光事業による収益拡充が課題
である。

業務プロセス(№・名称）

21,793

20 25

8,115

令和元年度平成28年度

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)観光事業の充実

第９節　観光の充実

会計区分第４章 躍動・活力・賑わいのまちづくり（地域振興部門）

0.32人

平成29年度

よしかわ観光協会

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

無

令和2年度

74,479

市外における「なまりん」活動件数

①

③

8市外のイベントでの「なまりん」活動件数

-2,315

26

2,735,000

30

観光協会純増会員数

96

21,312

30

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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②

1

2

4

6

改善実施済 検討中 　改善未実施

評価不可

100.00% 100.00%

制作者 伊藤　哲一　氏

3 規格

台座等を含む全体
　概ね　高さ230㎝×幅90㎝×奥行54㎝
制作される石像部分
　概ね　高さ100㎝

5 設置場所
市役所新庁舎敷地内
(エントランス付近の屋外)

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★★★

平成29年度

平成29年度

平成28年度

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

単　　位単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

評価不可

終了・完了

石

期間 契約締結から平成30年7月31日(火)

評　　価

他の事業に統合

　効率化

廃止・休止

     縮　小

今年度で設置完了のため、事業終了とする。

 現状のまま継続

令和元年5月27日

なまずモニュメント制作および設置に関する仕様書

題材(モチーフ) 吉川のなまず

使用材料

　　  あり　　     なし

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  あり　　     なし

他の事業に統合

なまず石造の制作及び設置

 効率化

区分

評価不可

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標

①

成果・効率性向上度のポジション

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

廃止・休止

官

民

役

割

分

担

評

価

なまず石造の制作及び設置

今後の方針

　　  あり　     　なし

   拡　大

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

改

革

改

善

設置完了しているためコスト改善及び受益者負担の適正化の余地はない。

  改善のうえで継続

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

活
動
結
果

主

な

取

組

なまずモニュメント制作及び設置工事の進捗率

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

一 次 評 価 責 任 者

公  　共  　性

平成30年度

効
率
性

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

成
果
結
果

平成30年度

★★★★★

達成された

★★★★★

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

100.00%

効
率
性

市がなまずモニュメントを設置することは、なまずの里吉川・なまずの日のＰＲになり、市民の郷土愛を育むこと
につながりるため妥当である。

設置が完了したため、今後は広くＰＲし市民に親しんでもらうことで成果向上につなげていく。
後期基本計画の「観光資源の開発」に貢献している。

     縮　小

②

成果向上の余地

役割分担

一 次 評 価 日

今後の方針

事

業

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

   拡　大

結
　
果

説   明

受益者負担の
妥当性

課題と今後の改善策

区　　　分

有
効
性

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

広くＰＲし、市民に親しんでもらう。

達成された 達成された

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

コスト改善の余地

より多くの市民に提供されるが、突出した必需性が見当たらない
サービス

行政関与の
妥当性

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

円／回

目
標
達
成
度

4,003,860

令和元年6月26日

櫻井　敬雄

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

1,973

-

-

-

平成28年度

75.00

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)観光資源の開発

第９節　観光の充実

会計区分第４章 躍動・活力・賑わいのまちづくり（地域振興部門）

平成29年度

（直接の対象）新たななまずモニュメント
（最終的な対象）市民

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

無

①

③

0.03人

国  補  助  率

0.01人

-

新たななまずモニュメントの制作及び設置した件数

483

2,3731,550

2,031

直  接  事  業  費

0.02

1

-

受益者負担率（⑩÷⑤）

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982 9697

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

平成28年度

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

櫻井敬雄 連絡先

事  業   区  分

施　　　　策

まちづくり目標

事務事業の性質

1歳

観光資源整備事業

商工費 商工費

商工振興費

平成29年度 事業年齢

吉川市一般会計

事  業   期  間

令和元年度

0.05人

令和2年度

-

市　      　  債

増減額(千円)

0.18人

1,631

0.13

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

決算(千円)

令和2年度

予算(千円)

「なまずの里よしかわ」として、市民または来訪者が身近に
なまずを感じられる様々な観光資源が必要である。

業務プロセス(№・名称）

計画名

-
- -

100.00

4,004

-

-

-

実績値

1

-

-

1

正職員間接投入人員

②

平成30年度

そ   　の    他 

2,862

平成30年6月29日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分

なまず石造の制作及び設置
回

75％：台座制作及び設置工事、100％：モニュメント制作及び設置工事（工事完了）

なまずモニュメント制作及び設置工事の進捗率

③

歳
出
予
算
科
目

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

「なまずの里よしかわ」として、市民が市への誇りと愛着心を
高める。

受益者負担額（使用料・手数料等）

1,973

-

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

モニュメント台座の制作及び設置

実績値

②

% -①
-

目

標

設

定

・

実

績

1

-

1

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

00対象年齢

目
　
　
　
的

481

平成30年度

細目

6021 09

産業振興部 商工課 商工観光係

No.事 前 評 価 日

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名 観光資源整備事業
事前評価責任者

0.01人

なまずモニュメント台座の制作及び設置

目標(見込)値

①

回

②

100.00

目標(見込)値

成
果
指
標

1,150

実績値

-

計画(見込)値

2,031

件

-

活
 

動
 

指
 

標

①

単　位

-

平成30年度

1

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

Ｄ

なまず石造の制作及び設置

吉川市単独

計画(見込)値

-

⑧

75.00

対
象
指
標

なまずモニュメント制作及び設置

平成30年度

観光振興事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

全年齢

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

 有

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

決算(千円)
区　　　　　分

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

正職員直接投入人員 0.05人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

4,004

2,379

なまずの石像を製作し、市役所敷地内に設置する。

2,862

823

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

99

一部補助

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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商 工 費



②

改善実施済 検討中 　改善未実施

-8.96%

16.67%

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★★★

平成29年度

平成29年度

平成28年度

終了・完了

公  　共  　性

　効率化

廃止・休止

     縮　小

合同就職面接会の周知を子育て支援課(ひとり親家庭）などと連携し、周知していく。

 現状のまま継続

令和元年5月27日

説   明

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

一 次 評 価 責 任 者

評　　価

就職相談開設日 177,402

　　  あり　　     なし

他の事業に統合

他の事業に統合

 効率化

★★★★

就職相談開設日
成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが若干減少
している

達成された

★

区分

83.33%

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標

成果・効率性向上度のポジション

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

廃止・休止

平成30年度

効
率
性

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

直接事業費は就労相談にかかる相談員の人件費であり、コスト改善の余地はない。
また就労支援の観点から受益者負担を求めるべきではない。

  改善のうえで継続

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

活
動
結
果

主

な

取

組

就職相談利用者数

１　求人情報の発行
　（１）ハローワーク求人情報　毎週月曜日に市内公共施設等(9か所）へ設置
　（２）市内求人情報　　　　　　商工会と協力して、毎月発行。市内公共施設に設置。市ホームページに掲載
２　内職のあっせん
　（１）　登録事業者数　　　　　１４事業所
　（２）　内職希望者数        　５４人
３ 若年者就職相談
　（１）　開設日　　　　　　　　　毎月第２・４水曜日
　（２）利用者数(延べ）　 　　２７人
4　合同就職説明会
　（１）開催日　　　　　　　　　平成３０年８月２９日
　（２）参加事業者数　　　　　２９事業者
　（３）参加者数　　　　　　　　４１人(８人就職）

平成30年度

★★★

概ね達成された

112.50%①

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

単　　位

今後の方針

　　  あり　     　なし

   拡　大

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

　　  あり　　     なし

官

民

役

割

分

担

評

価

改

革

改

善

雇用問題は、ハローワークが中心となって役割を果たしているものの、市民の身近な市においても雇用情報を
提供するのは妥当である。
内職あっせんは、事業所・求職者ともに市があっせんすることで、安心して雇用（就業）できるものであり、妥当で
ある。
就職相談は、個別継続的な支援を要するものであり、市民に身近な市において実施することは妥当である。ま
た、当事業の実施によって就労機会の拡大と雇用の促進が図られる。

求人情報の充実等により成果向上の余地はある。
第５次総合振興計画後期基本計画に定める「就労機会の拡大」への貢献度は高い。

     縮　小

②

成果向上の余地

役割分担

一 次 評 価 日

今後の方針

事

業

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

   拡　大

成
果
結
果

★★★★

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

75.00%

 

91.67%

概ね達成された

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

市内事業者、介護事業者、保育施設の求人が厳しい状況である。

達成度がかなり低
い

達成度がやや低い 達成された

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

コスト改善の余地

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

Ｈ22：市内求人情報の掲載期間の見直しを行い、求人内容の最新情報を提供した。　Ｈ24：若年者就職相談開始　Ｈ25：若年者就職相談の受
け付け方法を見直し（メール受付）　Ｈ29：合同就職面接会の実施

↗

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

円／数

目
標
達
成
度

161,502
結
　
果

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

課題と今後の改善策

区　　　分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

100.00%

効
率
性

令和元年6月26日

櫻井　敬雄

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

22

12

24

内職希望者の雇用率

2,162

4,675

24

4,675

24 24

27

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)就労機会の拡大

第８節　労働環境の充実

会計区分第４章 躍動・活力・賑わいのまちづくり（地域振興部門）

0.06人

平成29年度

・市内の求職者及び内職希望者
・求人・内職者募集事業所

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

無

45.00

54内職斡旋件数

328

令和2年度

45,450

市　      　  債

ヤングキャリアセンター埼玉（県）
市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

内職斡旋数

①

③

0.06人

国  補  助  率

2,947

0.05人

50

12

市内15歳以上65歳未満の人数（市民課:年齢別人口統計表4月1日現在）

2,899

1,258459663

令和元年度

50

人

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982 9697

若年者就職相談事業要綱

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

平成28年度

40520103

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

予算(千円)

・近年の経済状況により若年者の就職状況が好転している
ため、相談数は減少している。女性の再就職や転職の相談
が増加しており、幅広く相談を受ける相談機能が必要とされ
ている。

業務プロセス(№・名称）

計画名

0.06人

0.31人

櫻井敬雄 連絡先

事  業   区  分

施　　　　策

まちづくり目標

事務事業の性質

6歳

雇用対策推進事業

商工費 商工費

商工振興費

平成24年度 事業年齢

吉川市一般会計

0.05人

・就職希望者が就職できる
・内職希望者が内職の受注・事業者が発注ができる

増減額(千円)

1,258

平成28年度

4

45.00

35

4,6752,947 3,876

市内事業所数

45,089

46,359

12

実績値

45,089

12

24

12

46,359

受益者負担率（⑩÷⑤）

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

事  業   期  間

目

標

設

定

・

実

績

正職員間接投入人員

②

平成30年度

20.00
%

そ   　の    他 

3,591

平成30年6月29日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分

40.30

就職相談開設日
数

若年者就職相談利用者数
24

2,029

24

44,913

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

2,162

情報提供件数

実績値

数

24

就職相談利用者数
①

③

② 45.00
45.00

12

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

15対象年齢

目
　
　
　
的

2,885

平成30年度

細目

6022 01

産業振興部 商工課 消費労政係

No.

0.38人

3,548

直  接  事  業  費

令和2年度

事 前 評 価 日

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名 雇用対策推進事業
事前評価責任者

0.32人

4,675

市内事業所の求人情報発行及び配布件数

2,162

目標(見込)値

①

件

②

100

24

目標(見込)値

72

532

実績値

24

計画(見込)値

件

3,548

事業所統計による事業所数（統計よしかわ4-1）

人

20

活
 

動
 

指
 

標

2,162

①

単　位

12

平成30年度

2,162 2,162

45,282

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

2,162

50

40.70

Ｄ

計画(見込)値

45,600

内職希望者のうち雇用が成立した割合

⑧

45.00

24

対
象
指
標

市内生産年齢人口

成
果
指
標

12

若年者就職相談開設日

18

100

未設定

労働行政推進事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

生産年齢人口

根拠法令等

吉川市単独

受益者負担額（使用料・手数料等）

328

0.38人

3,417

0.07

2,641

決算(千円)

0.01

歳
出
予
算
科
目

若年者就職相談の受付

直接事業費

執 行 方 法

505201 有

補助事業の上乗せ・横出しあり

0.38人

⑥

決算(千円)
区　　　　　分

3,417

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

306

正職員直接投入人員 0.31人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

3,417

3,876

692

・若年者就職相談の開設、就職準備セミナーの開催
・求人情報誌を市商工会と協働で作成し、公共施設等への
配置や市ホームページに掲載する。
・内職希望者及び提供事業所との斡旋を行う

3,591

-204

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

64

一部補助

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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①

改善実施済 検討中 　改善未実施

櫻井　敬雄

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

令和元年6月26日

     縮　小

１　住宅改修費補助制度
　　（１）補助額
　　　　補助対象工事費用（税抜）の10％、補助限度額：10万円
　　（２）対象住宅
　　　　市内にある個人住宅
　　（３）対象工事
　　　　既存住宅の増改築、屋根・外壁の改修、雨どいの修繕・架け替え、壁紙・クロス等の張替え、床の張替え、畳替え、建具の取り換え、キッチン・浴室・洗面
　　　　所・トイレ等の改修、バルコニー・ベランダの設置・改修など。
　　　　※市内に本店等を有する住宅改修施工業者が行うこと。工事額が20万円以上（税抜）であることなどの条件あり。

達成された

122.76%①

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

課題と今後の改善策

区　　　分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

効
率
性

目
標
達
成
度

109,749

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

単　　位
結
　
果

住宅改修費補助金申請件数

特定の個人又は集団に提供され、しかも日常生活に必要不可
欠でないサービス

行政関与の
妥当性

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

評価判断理由（特記事項）

補助事業であるため、コスト改善や受益者負担の適正化の余地はない。
効
率
性

経常業務の度合が高く、かつ行政上の専門知識を必要としない
サービス

↗

成
果
結
果

円／件

★★★★★

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

131.73%

127.50%

達成された

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

対象工事の範囲を見直し、より利用しやすい制度にする。

達成された

他の事業に統合

コスト改善の余地

事

業

評

価

 改善のうえで継続

　　  あり　　     なし

官

民

役

割

分

担

評

価

改

革

改

善

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

   拡　大

  改善のうえで継続

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

　　  あり　　     なし

達成された

実施主体の妥当性

　手段を改善（実施主体・手段の改善）   拡　大

二 次 評 価 日

二
次
評
価

役割分担

住宅改修費補助金申請件数 112,657

平成30年度

主

な

取

組

公  　共  　性

廃止・休止 現状のまま継続

令和元年5月27日

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

一 次 評 価 責 任 者

評　　価

廃止・休止

成果向上の余地

コストが若干減少
している

今後の方針

　　  あり　     　なし

活
動
結
果

一 次 評 価 日

今後の方針

区分

107.50%

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標

★★★★★

成果・効率性向上度のポジション

①
成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

達成された

上位施策への
貢献度

  　　妥当　　    要検討

-2.58%

124.73%

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★★★

達成された

 効率化

市が住宅改修を支援することは、市民の居住環境向上と市内業者育成につながるため妥当である。

毎年定員に達し申し込みができない市民がいるため、財源を増やすことで成果向上の余地がある。
市内の産業振興につながるため、上位施策への貢献度は高い。

他の事業に統合 終了・完了

　効率化     縮　小

説   明

  現状のまま継続

平成29年度

平成29年度

平成28年度

★★★★★

住宅改修公費補助対象総額

平成30年度

★★★★★

110.00%

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

Copyright(C)2018 Yoshikawa City office.all rights reserved

－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

699

4,829

4,130

市内に本店等がある住宅改修施工業者により、20万円以上
（税別）の住宅改修工事を行うものに対し、10万円を限度に
工事費用の10％を補助する。

4,855

7

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

99

一部補助

正職員直接投入人員 0.08人

国  庫　支　出　金

②

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

4,001

未設定

住宅改修支援事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

全年齢

根拠法令等

吉川市単独

受益者負担額（使用料・手数料等）

-15

0.08人

699

0

990

決算(千円)

0

区　　　　　分

699

目

標

設

定

・

実

績

40

平成30年度

計画(見込)値

44

住宅リフォーム相談件数

30

44

4,000,000

住宅改修工事を受注した市内事業者数

⑧

補助事業の上乗せ・横出しあり

40

①

単　位

40

対
象
指
標

住宅改修費補助金交付額

4,000,000

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段） 実績値

40,000,000

計画(見込)値

0.1人

4,831

住宅改修費補助金申請件数

目標(見込)値

①

件

②

40,000,000

目標(見込)値

4,844

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

0対象年齢

目
　
　
　
的

721

平成30年度

細目

6021 07

産業振興部 商工課 商工観光係

No.

0.08人

4,844

直  接  事  業  費

令和2年度

事 前 評 価 日

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名

0.08人

住宅改修公費補助対象総額
①

③

②

活
 

動
 

指
 

標

②

0.02人

平成30年度

43
件

そ   　の    他 

4,855

平成30年6月29日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分

49

住宅リフォーム相談件数
件

補助対象となる工事費の総額
40,000,000

Ｄ

4,829

正職員間接投入人員

⑥

4,000,000

受益者負担率（⑩÷⑤）

円

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

住宅改修費補助金申請件数

実績値

40

31

住宅改修工事受注業者数

4,831

3,993,000

4,000,000

44

実績値

4,000,000

51

40,000,000

43

3,871,000

31

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

4,991

44

39

平成28年度

49,890,354

40

櫻井敬雄 連絡先

事  業   区  分

施　　　　策

まちづくり目標

事務事業の性質

3歳

住宅改修費補助事業

商工費 商工費

商工振興費

平成27年度 事業年齢

吉川市一般会計

0.01人

事  業   期  間

住宅改修費補助事業
事前評価責任者

-22

直接事業費

執 行 方 法

505107 有

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982 9697

吉川市住宅改修費補助金交付規則

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

平成28年度

40510901

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

予算(千円)

受付方法や、対象工事内容等、対象者の利便性を考慮した
実施方法の検討。

業務プロセス(№・名称）

無

歳
出
予
算
科
目

住宅改修費補助金交付事務

0.08人

市民の居住環境の向上と建設業をはじめとした市内産業の
活性化を目的する。

増減額(千円)

4,132

決算(千円)

-15

計画名

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

①

③

0.01人

国  補  助  率

4,991

0.01人

44

住宅改修費補助金を交付した額

725

4,1324,1304,123

令和元年度

0.01人

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)経営の安定化

第７節　活力ある工業の振興

会計区分第４章 躍動・活力・賑わいのまちづくり（地域振興部門）

0.01人

平成29年度

・市内に自己の居住用に供する住宅を所有し、1年以上住民
登録をしている者。
・市内住宅改修施工業者

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ
ここをクリックすると

総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

31

4,831

23 30

49,103,515

令和2年度

4,000,000

市　      　  債

4,831

44

円

24

52,693,998

40

40,000,000
成
果
指
標

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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①

件 円

件 円

件 円

件 円

件 円

件 円

改善実施済 検討中 　改善未実施

令和元年6月26日

寄附者

申込方
法

寄附実績

市内

県内

県外

ポータルサイト

窓口

円／円

目
標
達
成
度

終了・完了

実施主体の妥当性

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

11,209,354

49 1,075,000

57 1,140,000

483 8,994,354

572 10,715,000

17 494,354

589

評価判断理由（特記事項）

結
　
果

事

業

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

より多くの市民に提供されるが、日常生活に必要不可欠でない
サービス

行政関与の
妥当性

内　　容 件　数 金　額

　　  あり　     　なし

達成度が低い達成された 達成度がやや低い

一 次 評 価 日

今後の方針

1

　手段を改善（実施主体・手段の改善）   拡　大

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

櫻井　敬雄

↑

ふるさと納税の概況

 改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

魅力ある返礼品を増やし、ポータルサイトを充実させることで成果向上の余地がある。
地域の活性化につながるため、上位施策への貢献度は高い。

     縮　小

①

成果向上の余地

役割分担

平成30年度

★★★★★

平成30年度

効
率
性

経常業務の度合が高いが、行政上の専門知識を必要とする
サービス

寄附金額

公  　共  　性

102.61%

達成度が低い

-12.18%

40.29%

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

★★★

平成29年度

   拡　大

　　  あり　　     なし

官

民

役

割

分

担

評

価

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

課題と今後の改善策

区　　　分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

56.05%

効
率
性

市がふるさと納税を推進することは、郷土に愛着を持ってもらうとともに、市を広く周知することになり、地域の活
性化につながるため妥当である。

改

革

改

善

ふるさと納税が増えることで、市の財源充当によるコスト改善の余地がある。
納税であるため、受益者負担の適正化の余地はない。

  改善のうえで継続

      あり　　     なし

成
果
結
果

★★★★★

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

活
動
結
果

主

な

取

組

返礼品の送付件数

区分

32.66%

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標

成果・効率性向上度のポジション評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 平成29年度平成28年度

効率性の維持と成果の改善が必
要

★★★

コストが減少してい
る

達成度がやや低い

★★

★★

 効率化

達成された

58.40%

寄附金額 1

　　  あり　　     なし

他の事業に統合

他の事業に統合

①

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

単　　位単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

227.38%

終了・完了

　効率化

廃止・休止

     縮　小

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

一 次 評 価 責 任 者

評　　価

廃止・休止今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

寄付額に占める返礼品調達に係る割合を3割としたこと、今後市民からの納税には返礼品が支給されなくなることなどから、納税の減少が懸念
される。
魅力ある返礼品を増やし、ポータルサイトを充実させる等努めていく。

コスト改善の余地

令和元年5月27日

説   明

  現状のまま継続

市民からの納税には返礼品が支給されない方向で要綱改正等進めていく。

 現状のまま継続

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

2,718

7,031

5,908

・寄附者の共感を得て寄附を募ることができるような使途先
を設定する。
・一定額以上の寄附者に対して、地場産品を特典として送付
する。

8,163

-2,775

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

99

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

0.3人

⑧

人

687

⑥

正職員直接投入人員 0.24人

国  庫　支　出　金

②

本市へのふるさと納税制度による寄附件数

計画(見込)値

1,000

未設定

ふるさと納税推進事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

全年齢

根拠法令等

ふるさと納税推進事業
事前評価責任者

受益者負担額（使用料・手数料等）

-446

0.3人

2,718

0.06

4,704

吉川市単独

対
象
指
標

寄附者数

Ｄ

20,000,000
40,000,000

成
果
指
標

-3,733

返礼品を提供している事業者数

22 25

539

25

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
目標(見込)値

①

21

①

単　位

20,000,000

平成30年度

実績値

650

計画(見込)値

活
 

動
 

指
 

標

円

②

1,000

目標(見込)値

事 前 評 価 日

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

1,700

0.51人

9,153

本市へのふるさと納税制度による寄附金額

25

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

0対象年齢

目
　
　
　
的

2,244

平成30年度

細目

6021 08

産業振興部 商工課 商工観光係

No.

0.3人

9,332

実績値

事業者

589

返礼品の送付件数
①

1,478

平成30年度

そ   　の    他 

-11,837

平成30年6月29日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分

寄附件数
件

寄附者に特典として返礼品を送付した件数

③

②

1,000

26

1,000

1,338

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

25

寄附金額

600

受益者負担率（⑩÷⑤）

1,479

33,300,000

1,000

22

1,000

事  業   期  間

-10,847

557

1,500

20,000,000

実績値

1,000

-1,855

34,170,000

20,000

1,000

13,065,000

目

標

設

定

・

実

績

正職員間接投入人員

②

0.06人

平成28年度

685

20,000

-11,448 -4,179

返礼品提供事業者数

令和元年度

0.04人

まちづくり応援寄附金を活用した活力あるまちづくりが行わ
れる。また、返礼品を送付することで地域経済が活性化す
る。

増減額(千円)

6,435

0.01

歳
出
予
算
科
目

まちづくり応援寄附金（寄附金受付）

人　　　件　　　費

18,018

直接事業費

執 行 方 法

505108 有

-2,301 9,153

474

予算(千円)

吉川市への寄附金額が減少傾向にある。

業務プロセス(№・名称）

計画名

10131302

決算(千円)

市　      　  債

櫻井敬雄 連絡先

ふるさと納税推進事業

商工費 商工費

商工振興費

平成22年度 事業年齢

吉川市一般会計

0.05人

0.24人

直  接  事  業  費

令和2年度

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

事  業   区  分

施　　　　策

まちづくり目標

事務事業の性質

8歳

決算(千円)
区　　　　　分

2,718

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982 9697

吉川まちづくり応援寄附金取扱要綱

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

平成28年度

まちづくり応援寄附金（事業者登録）

10131301

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

①

③

0.05人

国  補  助  率

22,722

0.04人

11,209,354

本市にふるさと納税制度で寄附を行った人の数

34,170

2,255

6,4354,3137,088

-10,847

650 1,700

13,065

584
件

令和2年度

1,000

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)経営の安定化

第６節　賑わいある商業の振興

会計区分第４章 躍動・活力・賑わいのまちづくり（地域振興部門）

0.05人

平成29年度

（直接の対象）吉川市に寄附をしようとする人
　　　　　　　　　返礼品提供事業者
（最終的な対象）市民

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ
ここをクリックすると

総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

20,000

無

11,210

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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②

消費生活センター

（１）開設日　 （４）相談件数

月・火・木・金　10時から15時

（２）相談員 2０歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

（３）内容 50歳代

60歳代

70歳代

その他・不明

改善実施済 検討中 　改善未実施

効
率
性

-13.38%

118.14%

他の事業に統合

説   明

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

一 次 評 価 責 任 者

     縮　小

行政関与の
妥当性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

課題と今後の改善策

区　　　分

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

93.95%

達成された

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★★★

終了・完了

公  　共  　性

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

114.02%

単　　位

コスト改善の余地

より多くの市民に提供されるが、日常生活に必要不可欠でない
サービス

　効率化

廃止・休止

     縮　小

 現状のまま継続

令和元年5月27日

上位施策への
貢献度

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

20,149

 効率化

   拡　大

二 次 評 価 日

業

績

評

価

119.53%

効
率
性

★★★★★

概ね達成された

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが減少してい
る

達成された

★★★★★

区分

結
　
果

平成28年度

廃止・休止

平成30年度 成果・効率性向上度のポジション

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

成果向上の余地

役割分担

一 次 評 価 日

今後の方針

事

業

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

   拡　大

官

民

役

割

分

担

評

価

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

増加することが良いとされる指標

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

★★★★

活
動
結
果

今後の方針

　　  あり　     　なし

円／件

目
標
達
成
度

17,452

②

平成30年度

評　　価

相談件数

主

な

取

組

解決件数①

相談件数

  改善のうえで継続

94.39%

20

257

件数

消費生活アドバイザー、消
費生活コンサルタント、消
費生活専門相談員の資格
のいずれかを持つ者

インターネット、解約、料
金、信用、返金、クレー
ム、架空請求、詐欺、迷惑
メールなど

　　  あり　　     なし

平成29年度

平成29年度

他の事業に統合

直接事業費は消費生活相談員にかかる人件費等であり、コスト削減の余地はない。
消費者保護の充実の観点から、受益者負担を求めるものではない。

　　  妥当   　　 要検討

成
果
結
果

消費者被害の手口については、常に新たな手口が出現数rことから、研修等に積極的に参加し、最新の情報を得ていく、

　　  あり　　     なし

H23：消費生活相談日を週4日年、消費生活センターを設置
H25：「主任相談員」

令和元年6月26日

114.88%

市民からの消費生活に関する相談や苦情を適正に処理し、消費者利益の保護などを行うことは妥当である。

消費生活センターの認知度を高めることで青果向上の余地はある。
第5次総合振興計画後期基本計画に定める「消費者保護の充実」に貢献度が高い。

改

革

改

善

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

達成された概ね達成された 達成された

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

↑

★★★★

6

16

25

37

櫻井　敬雄

37

55

61

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

計画名

-492

202

195

3,399

215 215

254

40520501

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

193

総人口

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)消費者保護の充実

第１１節　消費者保護の推進

会計区分第３章 うるおい・安心・快適なまちづくり（生活環境部門）

0.04人

平成29年度

・市民

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ
ここをクリックすると

総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有 無

令和2年度

74,484

平成28年度

県消費生活センター、国民生活センター
市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

1

260

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982 9697

消費生活センターの組織及び運営に関する条例・相談員設置規則

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

毎年繰り返し

0.29人

2,738

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

市　      　  債

1,258

0.05人

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

-0.01

1,166

①

③

0.04人

4,657

国  補  助  率

5,896

0.05人

1

1,214

完結度

そ   　の    他 

4,062

98.00

区分

受益者負担額（使用料・手数料等）

-499

1

平成30年度

細目

2,252

予算(千円)

・相談内容の多様化、悪質商法の複雑化、詐欺手口の巧妙
化に対応するため相談員の知識や技術の向上が必要であ
る。
相談日を週4日から週5日に拡大検討する必要がある。

業務プロセス(№・名称）
消費生活相談事業

2,638

0.22人

2,019

-0.07

3,713

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

1,258

決算(千円)

歳
出
予
算
科
目

受益者負担率（⑩÷⑤）

6022 05

産業振興部 商工課 消費労政係

平成30年6月29日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

100.00

③

260

1,258

平成28年度

244

95.00

3,3994,730 3,264

72,450

72,953

195

実績値

②

260

73,706

183

事 前 評 価 日

単　位

195

平成30年度

区分

事  業   期  間

目

標

設

定

・

実

績

正職員間接投入人員

②

令和元年度

人
214

対
象
指
標

全市民

実績値

解決件数
①

215

71,781

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

開催日時

①

95.00
98.00

260

190

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

解決件数÷相談件数

72,154

195
195

相談件数
件

年度内に相談が完結した件数

95.00

日活
 

動
 

指
 

標

②

事前評価責任者 櫻井敬雄 連絡先

2,019

・悪徳商法・契約トラブルなどの被害防止と解決が図られる。

増減額(千円)

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

2,6382,466

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

00対象年齢

目
　
　
　
的

2,725

事  業   区  分

施　　　　策

まちづくり目標

事務事業の性質

消費者相談事業

商工費 商工費

消費行政推進費

吉川市一般会計

0

0.04人

4,657

成
果
指
標

98.83

Ｄ

消費生活相談センターを利用した件数

215

目標(見込)値

No.

0.22人

4,977

直  接  事  業  費

令和2年度

72,877

決算(千円)

257

消費者相談事業

-706

実績値

214

計画(見込)値

①

98.80
%

202

人

247

吉川市単独

計画(見込)値

74,771

7

⑧

消費生活相談開催日数

目標(見込)値

未設定

消費行政推進事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

全年齢

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

505205 有

補助事業の上乗せ・横出しあり

0.22人

⑥

3,763

平成30年度

21歳平成9年度 事業年齢

区　　　　　分

事 務 事 業 名

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

2,183

0.45人正職員直接投入人員 0.29人

1

国  庫　支　出　金

②

一部補助

1

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

2,019

4,485

1

2,582

1,221

・消費生活センターを設置し、消費生活相談員による消費生
活相談を週4日開設する。

5,320

214

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

99

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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商 工 費



①

１　講座等の実施


自治会 1

介護事業者等 3

少年センター 1

老人センター 4

その他 3

セミナー 1

２　啓発

地域包括支援センターでの各種講座、市民祭り、各窓口での啓発グッズの配布

改善実施済 検討中 　改善未実施

説   明

 
受益者負担の

妥当性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

87

30

6

272

一 次 評 価 責 任 者

80.20%

95

112

講座

151.50%

-35.77%

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★★

終了・完了

公  　共  　性

　効率化

廃止・休止

     縮　小

啓発回数（講座）

平成30年度

126.67%

概ね達成された

60.20%

他の事業に統合

役割分担

一 次 評 価 日

今後の方針

事

業

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

  改善のうえで継続

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

　　  あり　　     なし

コスト改善の余地

成果向上の余地

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

86.67%

効
率
性

★★★★

啓発回数（講座）

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

効率性の維持と成果の改善が必
要

★★★

コストが減少してい
る

概ね達成された

★★★★

区分

86.67%

業

績

評

価

廃止・休止

平成30年度

★★★★★

成果・効率性向上度のポジション

   拡　大

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

効
率
性

 現状のまま継続

令和元年5月27日

 効率化

消費者被害にあわないため消費者に対して啓発活動を市が行うことは妥当である。

悪徳商法は巧妙化・複雑化してきており、常に最新の手口を市民に伝え、啓発活動を続けることにより成果向上
の余地はある。
第５次総合振興計画後期基本計画に定める「消費者保護の充実」に貢献する事業である。

     縮　小

平成28年度

目
標
達
成
度

363,260

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

課題と今後の改善策

区　　　分

増加することが良いとされる指標

評　　価

他の事業に統合

啓発事業であり受益者負担を求める事業ではない。

成
果
結
果

★★★★★

今後の方針

　　  あり　     　なし

結
　
果

   拡　大

官

民

役

割

分

担

評

価

改

革

改

善

565,603

平成29年度

平成29年度

活
動
結
果

主

な

取

組

講座の参加者数①

単　　位

達成された

行政上の専門知識を必要とするが、突出した政策的意思決定を
必要としないサービス

①

　　  あり　　     なし

↑

悪徳商法の手口は常に変化しており、最新の情報提供を市民へ行う必要がある。

消費者行政活性化補助金を活用

概ね達成された達成された 達成度がやや低い

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

円／日

令和元年6月26日

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

櫻井　敬雄

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

4,089

6 6

602

40520601

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)消費者保護の充実

第１１節　消費者保護の推進

会計区分第３章 うるおい・安心・快適なまちづくり（生活環境部門）

0.06人

平成29年度

・市民

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ
ここをクリックすると

総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有 無

令和2年度

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

計画名

-2,630

①

③

0.06人

国  補  助  率

4,154

0.08人

1

2,895

74,484

市　      　  債

- 1/2

0.48人

4,5102,723

間　 接　 経 　費　(加算)

6

15

当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

932

0.08人

1,465

事 務 事 業 名 消費者教育啓発事業

歳
出
予
算
科
目

事前評価責任者 櫻井敬雄 連絡先

事  業   区  分

施　　　　策

まちづくり目標

事務事業の性質

21歳

消費者教育啓発事業

商工費 商工費

消費行政推進費

平成9年度 事業年齢

平成28年度

吉川市一般会計

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982 9697

消費生活センターの組織及び運営に関する条例・相談員設置規則

13

・悪徳商法・契約トラブルなどの知識が得られ、被害の未然
防止ができる。

増減額(千円)

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

1,3711,3832,865

予算(千円)

・複雑化・巧妙化する悪質商法に対処するため、最新の手
口を多くの市民に知ってもらう必要がある。
・消費者安全確保地域協議会(見守りネットワーク）の活動を
実効性のあるものとする必要がある。

業務プロセス(№・名称）
消費者啓発事業

1/2

1,371

0.37人

3,339

-0.11

4,197

3,339

-0.02 0.06人

計画(千円)

700

6

区分

③

700

621

平成28年度

802

4,0892,689

72,450

72,953

15

実績値

73,706

19

事 前 評 価 日

単　位

15

平成30年度

区分

事  業   期  間

目

標

設

定

・

実

績

正職員間接投入人員

②

①

平成30年度

5,069

平成30年6月29日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

そ   　の    他 

②

令和元年度

受益者負担率（⑩÷⑤）

受益者負担額（使用料・手数料等）

-260

6

71,781

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

啓発回数（講座）

13

総人口
対
象
指
標

市民

実績値

72,154

12

人

15
15

啓発回数（広報）
回

講座の参加延べ数

講座の参加者数
①

1,000

6

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

00対象年齢

目
　
　
　
的

4,488

1

平成30年度

細目

6022 06

産業振興部 商工課 消費労政係

No.

0.37人

コ ス ト 対 象 外  (除外)

621

決算(千円)

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

人　　　件　　　費

1,431

0.33人

4,710

②

1,000

目標(見込)値

成
果
指
標

7,353

消費生活セミナーなどの講座を開催した数

目標(見込)値

-1,148

実績値

1,000

計画(見込)値

1,515

4,458

人

6

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

活
 

動
 

指
 

標

⑧

日①

吉川市単独

計画(見込)値

74,771

-2,370

Ｄ

広報掲載回数

区　　　　　分

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

4,710

直  接  事  業  費

令和2年度

72,877

未設定

消費行政推進事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

全年齢

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

505206 有

補助事業の上乗せ・横出しあり

0.37人

⑥

決算(千円)

正職員直接投入人員 0.48人

1

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

3,339

4,722

1/2

1,491

1/2

525

・トラブル事例を広報やホームページで周知する。
・消費生活に関するセミナーを開催する。

6,001

-1,482

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

99

一部補助

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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①

改善実施済 検討中 　改善未実施

木村　克芳

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

令和元年6月26日

円／件

目
標
達
成
度

135,270

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

コスト改善の余地

より多くの市民に提供されるが、突出した必需性が見当たらない
サービス

行政関与の
妥当性

結
　
果

平成18年度に道路台帳閲覧手数料の改定を行った。
平成27年度に公共基準点を日本測地系から世界測地系に移行し、台帳を電子化した。
水路台帳の電子化が未実施である。

達成された達成された 達成度がやや低い

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

↑

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

市民サービスの向上や窓口業務の効率化を図るため、水路台帳の電子化を図る。

　　  あり　　     なし

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

課題と今後の改善策

区　　　分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

139.58%

効
率
性

道路法第28条の規定により、道路管理者はその管理する道路の台帳を調整し、保管しなければならない。ま
た、同法施行規則により、その記載事項に変更があったときは、速やかに、これを訂正しなければならない。

新設される道路、寄付される道路用地などによる道路台帳の訂正（補正）は管理業務であり、成果の向上の余
地はない。
道路台帳を整備することは、道路境界確認などの維持管理が充実するため貢献度は高い。

     縮　小

①

成
果
結
果

★★★★

今後の方針

　　  あり　     　なし

   拡　大

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

成果向上の余地

役割分担

一 次 評 価 日

今後の方針

事

業

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

   拡　大

官

民

役

割

分

担

評

価

平成28年度

概ね達成された

改

革

改

善

道路台帳補正業委託は、コスト改善の余地はない。
平成18年度に道路台帳閲覧手数料の改定を行っている。

  改善のうえで継続

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

平成30年度

★★★★★

成果・効率性向上度のポジション

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

廃止・休止

効率性の維持と成果の改善が必
要

★★★

コストが減少してい
る

達成された

★★★★★

区分

100.00%

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標
★★★★★

 効率化

評　　価

①

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

単　　位単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

114.01%

道路台帳の補正更新件数

平成30年度

効
率
性

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

窓口業務の効率化等を図るため、水路台帳の電子化を図る・

60.80%

他の事業に統合

説   明

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

一 次 評 価 責 任 者

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★★★

終了・完了

公  　共  　性

　効率化

廃止・休止

     縮　小

窓口業務の効率化等を図るため、水路台帳の電子化を図る。

 現状のまま継続

令和元年5月27日

道路台帳の補正更新件数 158,227

　　  あり　　     なし

平成29年度

平成29年度

他の事業に統合

活
動
結
果

主

な

取

組

道路台帳補正更新延長

86.46%

達成された

道路台帳補正業務委託

委託業務名

16,146,000円

金額

・道路占用許可、公共工事等で測定基図の変更にかかるもの

・公図（分筆・合筆）

・道路後退や道路境界が確定したもの

主な補正内容

-14.51%

262.04%

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

1,786

18,126

16,343

既設道路の改築工事や土地区画整理事業など開発行為に
よる新設道路の認定など、道路台帳記載事項の変更を補正
更新する。

17,390

2,192

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

-

86.15%

一部補助

正職員直接投入人員 0.12人

国  庫　支　出　金

②

未設定

道路管理事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

603101 有

補助事業の上乗せ・横出しあり

0.3人

⑥

決算(千円)
区　　　　　分

2,407

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

12,582

2,700.00

対
象
指
標

道路の延長

2,739

Ｄ

道路台帳閲覧の総件数

活
 

動
 

指
 

標

2,713

①

吉川市単独

計画(見込)値

550.00

⑧

単　位

96

平成30年度

2,739 2,739

541.39

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

市道の総路線数

km

2,423

計画(見込)値

744

実績値

2,500.00

16,853

市道の認定、廃止、変更などの総件数

2,739

目標(見込)値

①

件

②

4,150.00

目標(見込)値

成
果
指
標

1,399

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

-対象年齢

目
　
　
　
的

1,042

平成30年度

細目

7031 01

都市整備部 道路公園課 管理係

No.

0.22人

15,190

直  接  事  業  費

令和2年度

事 前 評 価 日

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名 道路台帳整備事業
事前評価責任者

路線

2,471

2,850.30

96
96

550.00

受益者負担率（⑩÷⑤） 90.79%

受益者負担額（使用料・手数料等）

1,112

2,734

2,450

538.44

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

2,739

道路台帳の補正更新件数

実績値

道路台帳閲覧件数
件

各市道延長の増減による補正更新の総延長

道路台帳補正更新延長
①

③

②

29.60%

15,067

事  業   期  間

目

標

設

定

・

実

績

正職員間接投入人員

②

0.01人

平成30年度

そ   　の    他 

2,726

1,824

84.32%

平成30年5月22日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分

2,450

4,150.00

平成28年度

7,075.00

35,837376 2,511

道路の路線数

538.82

550.00

96

実績値

13,791 15,615

550.00

83

4,150.00

96

1,485

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

決算(千円)

0

歳
出
予
算
科
目

連絡先

事  業   区  分

施　　　　策

まちづくり目標

事務事業の性質

28歳

道路台帳整備事業

土木費 土木管理費

土木総務費

平成2年度 事業年齢

吉川市一般会計

0.01人

0.17人

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

道路台帳補正業務委託

市道の現状を台帳調書に整備することにより、その維持管理
を明確にする。

増減額(千円)

48,497

0.22人

1,786

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982 9827

道路法

一部委託

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

平成28年度

道路認定廃止

70310101

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

予算(千円)

平成27年度に吉川市の基準点、官民境界の座標を日本測
地系から、世界測地系へ変換するとともに、道路台帳を電
子化した。今後は、水路台帳についても電子化し市民サー
ビス等の向上を図る必要がある。

業務プロセス(№・名称）
道路台帳補正

計画名

70310102

木村　克芳

①

③

0.01人

14,664

国  補  助  率

14,067

0.01人

134

認定された市道の実延長

97.32%

1,047

15,06716,34014,148

令和元年度

15,067

0.01人

0.12人 0.10

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)道路の維持管理の充実

第３節　快適な道路網の充実

会計区分第４章 躍動・活力・賑わいのまちづくり（地域振興部門）

0.01人

平成29年度

市道

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ
ここをクリックすると

総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

無

-4.64%

令和2年度

550.00

2,936

13,691

2,492

96

2,450

2,713

89.40%

50,904

1,786

2,200 2,200

2,523.20

市　      　  債

m

法定受託事務 自治事務

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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①

１　旧耐震基準の建築物の耐震化に関する周知・相談

　（１）パンフレットの配布

吉川マルシェ（6月）、減災プロジェクト（11月）、市民まつり（11月）

　（２）相談の実施

減災プロジェクト（11月）、市民まつり（11月）　　※市民まつりは、埼玉県建築士会越谷支部吉川部会と合同

　（３）広報誌への掲載、ポスター掲示

　　　 広報掲載：9月　ポスター掲示：9月

　（４）ダイレクトメールの送付

送付月：6月　送付数：999通　目的：旧耐震基準の木造住宅の地震による倒壊の危険性と無料簡易診断、補助制度の周知

２　耐震改修等の補助実績

（１）耐震診断　補助件数：1件　補助額：64,800円　　補助率：2/3（限度額：65,000円）

（２）耐震改修　補助件数：１件　補助額：300,000円　補助率：23％（限度額：300,000円）

改善実施済 検討中 　改善未実施

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

単　　位

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

効
率
性

目
標
達
成
度

74,230

中村　喜光

     縮　小

令和元年6月26日

★

　　  妥当　   　 要検討

課題と今後の改善策

区　　　分

今後の方針

　　  あり　     　なし
上位施策への

貢献度

  　　妥当　　    要検討

627.24%

0.00%

一 次 評 価 日

今後の方針

役割分担

↓

達成度がかなり低
い

実施主体の妥当性

二 次 評 価 日

二
次
評
価

他の事業に統合

★

成
果
結
果

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   拡　大

結
　
果

効
率
性

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

達成された

20.00%

 改善のうえで継続

平成30年度

コストが増加してい
る

簡易耐震診断件数

★★★★★

単  位
当たり
コスト

・木造住宅の耐震についての出前講座を開設した。　・H30年度より旧耐震基準の木造住宅の所有者にダイレクトメールの発送を開始した。
・市民まつりにおいて埼玉県建築士会越谷支部吉川部会との合同による無料耐震診断会を開設した。
・耐震診断や耐震改修に対する費用負担の支援を図るため、H22年度に補助制度を創設し、H25年度に補助金の拡充を行った。

事

業

評

価

妥

当

性

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

・旧耐震基準の建築物の耐震化を促進するためには、居住者が震災対策を自らの問題として認識し、取り組むことが必要であるが、高齢者世
帯であったり、少子化・核家族化により次の世代が継続して居住する見込みがないことから、多額の費用を要する耐震改修が進んでいない。
今後も、あらゆる手段・方法を用いて耐震化の必要性と無料耐震診断などを周知し、まずは、無料耐震診断を受診していくことに重点を置く。

達成度がかなり低
い

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

改

革

改

善

  改善のうえで継続

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

　手段を改善（実施主体・手段の改善）   拡　大

簡易耐震診断件数 10,207

主

な

取

組

公  　共  　性

廃止・休止 現状のまま継続

令和元年5月27日

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

一 次 評 価 責 任 者

評　　価

廃止・休止

成果向上の余地

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標

★

他の事業に統合

平成29年度

活
動
結
果

円／件

官

民

役

割

分

担

評

価

コスト改善の余地

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

平成29年度

区分

193.75%

①

達成度がかなり低
い

特定の個人又は集団に提供され、しかも日常生活に必要不可
欠でないサービス

行政関与の
妥当性

　　  あり　　     なし

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

評価判断理由（特記事項）

・当事業は、市民が耐震改修等を行った際の補助金の支出が主な経費であるため、市民が住宅耐震化への関
心が高まれば、補助制度の有無にかかわらず耐震化が促進されるので、コスト削減の余地はある。
・耐震改修等の費用補助は、耐震改修等に要した費用の一部補助であり、また、補助制度は県内市町村と同等
程度であるため、受益者負担金の適正化の余地はない。

増加することが良いとされる指標

25.00%

106.67%

耐震改修補助金交付件数

★★★★

成果・効率性ともに見直しが必要

概ね達成された達成された

★★★★★

平成30年度

90.00%①

 効率化

・建築物の耐震改修の促進については、法律に国、地方公共団体、市民等の努力義務が定められているため
市が事業を行うことは妥当である。
・地震時に倒壊危険度が高い建築物を対象とすることは妥当であり、また、市民の耐震化に関する意識向上や
耐震改修の促進が図れるよう、耐震化に関する啓発や耐震改修等への費用補助を行うことは妥当である。
・旧耐震基準の建築物の耐震改修を促進し、地震による建築物の倒壊等の被害から市民の生命、身体、財産を
守ることは、市の責務のため妥当である。

・住宅の耐震化に関する意識の啓発や知識の普及、情報の提供などを行うことにより、市民が耐震化の重要性
について理解し、関心を高めることにより成果向上の余地はある。
・旧耐震基準の建築物の耐震化を図ることは、地震が発生したときに市民の生命、身体、財産を守ることにな
り、市総合振興計画後期基本計画の重点施策である「災害に強いまちづくり」への貢献度は高い。

終了・完了

　効率化     縮　小

説   明

  現状のまま継続

成果・効率性向上度のポジション平成28年度

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

1,553

2,004

460

1/2

・広報、ホームページ、ポスター掲示、出前講座等による耐
震化に関する意識啓発と耐震診断受診の啓発
・耐震化に関する相談窓口の開設
・無料簡易耐震診断の実施
・耐震診断、耐震改修への費用補助

1,829

375

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

正職員直接投入人員 0.03人

国  庫　支　出　金

②

0.15

743

決算(千円)

0.02

区　　　　　分

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

504

99

一部補助全額補助

3

Ｄ

1,822

正職員間接投入人員

未設定

建築行政事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

全年齢

根拠法令等

平成30年5月22日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

実績値

15

②

区分

4

1/2

72,877

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

74,771

2,806

182

簡易耐震診断を実施した件数

目標(見込)値

①

件

②

5

目標(見込)値

316

単　位

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

吉川市建築物耐震改修促進計画

00対象年齢

目
　
　
　
的

240

1/2

平成30年度

細目

7012 07

都市整備部 都市計画課 建築指導係

No.

0.18人

316

直  接  事  業  費

令和2年度

事 前 評 価 日

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名

平成30年度

中村　喜光

⑧

補助事業の上乗せ・横出しあり

実績値

4

72,450

72,953

1
件

3

耐震診断、耐震改修の啓発
回

耐震改修補助金を交付した件数

広報掲載、ダイレクトメール、耐震相談会の開催等の数

8

平成29年度
目標(見込)値

簡易耐震診断件数

4
成
果
指
標

8

耐震診断補助金交付件数

16

3

31

71,781

6

③

8

72,154

②

30

1

計画(見込)値

30①

目

標

設

定

・

実

績

16

平成30年度

吉川市単独

受益者負担額（使用料・手数料等）

1,506 2,260

3

人

10

1

5

耐震改修補助金交付件数
①

活
 

動
 

指
 

標

計画(見込)値

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

1,247

3

546

1/2

8

平成28年度

0

4

30

実績値

73,706

連絡先

事  業   区  分

施　　　　策

まちづくり目標

事務事業の性質

-

既存建築物耐震改修促進事業

土木費 土木管理費

建築指導費

特定不可 事業年齢

吉川市一般会計

0.02人

事  業   期  間

既存建築物耐震改修促進事業
事前評価責任者

1,313

直接事業費

執 行 方 法

601207

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982 9885

建築物の耐震改修の促進に関する法律等

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

平成28年度

50310701

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

予算(千円)

・国や県でも、大地震に備え耐震改修促進事業を推進しており、法
の改正や支援制度の拡充などを行っている。
・旧耐震基準の建築物の居住者が高齢者世帯であったり、次の世
代が継続して居住する見込みがないことから、多額の費用を要する
耐震改修が進まない現状がある。

業務プロセス(№・名称）

無

歳
出
予
算
科
目

計画名

既存建築物耐震促進事業（埼玉県）
市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

①

③

0.02人

国  補  助  率

1,247

27

（住基人口：日本人＋外国人）

 有

546

2,806

182⑥

1/2

0.01人

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(5)旧耐震基準で建てられた建築物の耐震化の支援

第５節　災害に強いまちづくり

会計区分第３章 うるおい・安心・快適なまちづくり（生活環境部門）

0.02人

平成29年度

旧耐震基準の建築物（昭和56年5月31日以前に工事着手し
た建築物）と居住者

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ
ここをクリックすると

総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

木造住宅簡易耐震診断申込

0.15人

旧耐震基準の建築物を耐震改修することによって、地震によ
る建築物の倒壊を防ぎ、かつ、倒壊による被害から居住者の
生命、身体、財産を守ることができる。

増減額(千円)

1,253

決算(千円)

1,688

件

2,260

9 9

1

令和2年度

1,369

1,25345176

令和元年度

182

0.02人

0.08人

1,553

1,647

0.18人

対
象
指
標

全市民

耐震診断補助金を交付した件数

市　      　  債

受益者負担率（⑩÷⑤）

74,484

0.18人

1,553

そ   　の    他 

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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土 木 費



①

改善実施済 検討中 　改善未実施

木村　克芳

令和元年6月26日

5,581,673円

物件補償費 1件 723,232円

開発による

寄付採納

取得の原因

買収

その他

合計

件数（所有者＝1件）

48件

1件

11件

1件

61件

48件

面積

1103.22㎡

252.00㎡

704.59㎡

86.69㎡

2146.50㎡

項目 件数（所有者＝1件） 金額

分筆助成金 43件 7,425,000円

用地購入費

達成度がやや低い達成度がやや低い 達成された

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

平成18年度から指定市道の採納用地の購入単価を見直し、実施している。
吉川市道路用地補償規則の一部を改正し、平成29年4月1日から自主的な採納なども補償等の対象としている。

↑円／件

目
標
達
成
度

321,948
結
　
果

平成28年度

達成度がやや低い

改

革

改

善

成果・効率性向上度のポジション

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果向上の余地

成
果
結
果

★★★

今後の方針

　　  あり　     　なし

道路拡幅に効果的な道路において、自主的な道路用地の採納の促進を図る。

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

   拡　大

官

民

役

割

分

担

評

価

 効率化

廃止・休止

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが減少してい
る

達成された

★★★

平成30年度

★★★

87.50%

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標

120.00%

効
率
性

★★★★

①

妥

当

性

　　  あり　　     なし

役割分担

一 次 評 価 日

今後の方針

事

業

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

平成29年度

平成29年度

他の事業に統合

平成18年度から指定市道の採納用地の購入単価を見直しており、これ以上のコスト削減は難しい。
道路後退用地の寄付採納者に対する補償等であり、受益者負担の余地はない。

  改善のうえで継続

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

活
動
結
果

主

な

取

組

指定市道路線の道路後退用地の採納申請件数①

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

区分

   拡　大

区　　　分

 現状のまま継続 廃止・休止

     縮　小

吉川市まちづくり整備基準条例第8条の規定に基づき、市が事業者に補償等を行う。
宅地開発に伴って道路後退をする場合に、その用地を寄付採納する所有者に対して補償等を行うこと、また、安
全な道路幅員の確保が図られるという意図は妥当である。

宅地開発に伴い発生する道路後退であるため計画性はないが、道路拡幅ができるため、成果の向上は図れ
る。
第５次吉川市総合振興計画の「快適な道路網の充実」への貢献度は高い。

     縮　小

　　  あり　　     なし

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

課題と今後の改善策

  現状のまま継続

一 次 評 価 責 任 者

単　　位

コスト改善の余地

より多くの市民に提供されるが、突出した必需性が見当たらない
サービス

行政関与の
妥当性

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★★★

終了・完了

公  　共  　性

　効率化

60.00%

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

令和元年5月27日

道路後退用地の採納申請件数

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

評　　価

道路後退用地の採納申請件数

平成30年度

60.00%

概ね達成された

70.00%

743,039

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

効
率
性

-56.67%

185.00%

他の事業に統合

説   明

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

1,709

15,454

14,073

　家屋の新築や増・改築などの宅地開発等により、接道部
分を土地所有者が道路用地として後退し、分筆、さらにその
用地を採納する。これら作業費用の一部として、分筆登記手
数料を負担している。また、指定市道路線にあっては、用地
費、物件費についても補償する。

16,006

-10,338

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

99

一部補助

正職員直接投入人員 0.23人

国  庫　支　出　金

②

未設定

まちづくり整備基準条例道路後退用地取得事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

全年齢

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

603102 有

補助事業の上乗せ・横出しあり

目標(見込)値

12

26,006

km

活
 

動
 

指
 

標

-215

実績値

20

計画(見込)値

⑧

541.39

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
目標(見込)値

①

吉川市単独

計画(見込)値

0.21人

⑥

決算(千円)
区　　　　　分

7031 02

都市整備部 道路公園課 管理係

No.

0.21人

26,006

直  接  事  業  費

令和2年度

550.00

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名
まちづくり整備基準条例道路後退用地取
得事業 事前評価責任者 木村　克芳 連絡先

施　　　　策

まちづくり目標

1,709人　　　件　　　費

16,789

0.27人

事務事業の性質

34歳

まちづくり整備基準条例道路後退用地取得事業

土木費 道路橋りょう費

道路橋りょう総務費

昭和59年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 前 評 価 日

0

歳
出
予
算
科
目

事  業   区  分

15,290

区分

施策小項目

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

00対象年齢

目
　
　
　
的

1,923

平成30年度

細目

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

Ｄ

20

対
象
指
標

道路の延長

実績値

②

当該年度中に道路用地として採納申請され、市所有地となった件数
40

指定路線で当該年度中に道路用地として採納申請され、市所有地となった件数

単　位

40

550.00

平成30年度

受益者負担率（⑩÷⑤）

受益者負担額（使用料・手数料等）

-10,553

538.44

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

道路後退用地の採納申請件数

②

40

20

事  業   期  間

目

標

設

定

・

実

績

正職員間接投入人員

②

0.01人

平成30年度

指定市道路線の道路後退用地の採納申請件数
①

①

件

令和元年度

件

そ   　の    他 

16,006

成
果
指
標

平成30年5月22日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分

③

20

平成28年度

14

15,29019,100 15,454

538.82

550.00

40

実績値

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

550.00

24

20

35

道路後退用地採納者への補助

　安全な道路として、幅員の確保が図れる。

増減額(千円)

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

13,58113,74524,083

予算(千円)

・吉川市道路用地補償規則の一部を改正し、平成29年4月1
日から自主的な道路用地の採納も負担金等の対象とした。
・道路として採納された用地の効率的な整備が課題である。

業務プロセス(№・名称）
道路後退用地の取得

13,581

0.21人

1,709

-0.02

2,311

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

決算(千円)

048 － 982 9827

吉川市まちづくり整備基準条例

補助・負担等

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

0.01人

0.23人

1,933

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

0.01人

15,290

平成28年度

①

③

0.01人

国  補  助  率

19,100

0.01人

48

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)生活道路の整備

第３節　快適な道路網の充実

会計区分第４章 躍動・活力・賑わいのまちづくり（地域振興部門）

0.01人

平成29年度

　宅地開発行為などにおける道路後退用地部分及び、その
土地所有者

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ
ここをクリックすると

総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有 無

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

市　      　  債

令和2年度

550.00

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

計画名

-10,553

40

15,290

37

70310201

認定された市道の実延長

法定受託事務 自治事務

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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土 木 費



①

７　備品購入費　163,728円 デジカメ、ソフトウェア

１１  工事請負費(交通安全施設整備)　28,214,376円

H29繰越

改善実施済 検討中 　改善未実施

木村　克芳

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

区　　　分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

令和元年6月26日

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

評価判断理由（特記事項）

・公共工事は、積算基準や単価が定められており改善は難しいが、材料については低価格な再利用品を使用す
るなど、コスト改善を図ることができる。
・道路の維持補修は、道路管理者が行うものであり、受益者負担の余地はない。

概ね達成された

72.82%①

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

100.00%

効
率
性

６　原材料費　4,649,692円　常温アスファルト合材、砕石等

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

目
標
達
成
度

2,641,983

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

単　　位

区分

99.02%

 現状のまま継続

令和元年5月27日

★★★

９　公課費　134,700円　自動車重量税5台分

１０  需用費(交通安全施設整備) 2,075,760円

道路維持補修事業　208,171,803円

１  需用費 13,030,511円

効
率
性

政策的意思決定を必要とするが、突出した行政上の専門知識を
必要としないサービス

     縮　小

結
　
果

行政関与の
妥当性

成
果
結
果

円／日

★★★★

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

78.94%

↑

達成度がやや低い達成度がやや低い 達成度がやや低い

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

同上

他の事業に統合 終了・完了

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

・道路延長に比例して舗装延長も増加しており、補修工事も増加していく傾向の中で、計画的な補修が必要である。
・市民の補修要望や道路破損箇所の早期発見に努め、効率的な補修を行う。
・道路長寿命計画をもとに、補助金や起債制度を活用した事業を検討する。

・ガスや上水道などの占用者と工事の実施期間について調整を図り、無駄な工事を減らすなどの改善を行って来ている。
・砕石やアスファルト混合物などの材料について、再利用品で低価格なものを使用するなどしている。

廃止・休止

     縮　小

・道路長寿命計画をもとに、補助金や起債制度を活用した事業を検討する。

   拡　大

説   明

今後の方針

　　  あり　     　なし

   拡　大

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

　　  あり　　     なし

官

民

役

割

分

担

評

価

  改善のうえで継続

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

　　  あり　　     なし

他の事業に統合

コスト改善の余地

成果・効率性向上度のポジション

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

道路パトロール実施日数 3,839,153

平成30年度

主

な

取

組

一 次 評 価 日

今後の方針

成果向上の余地

役割分担

改

革

改

善

・道路法では、市道の管理はその路線の存する市が行うことに定められているため、役割分担は妥当である。
・道路の補修が必要な箇所は、市内随所で発生しており、道路パトロールを実施しながら補修の必要な危険箇
所の早期発見に努めている。修繕については、応急対応として、職員による補修を実施した工事が必要な箇所
については、単価契約等により対応しており、手段については妥当である。
・維持補修の必要な箇所の早期発見と対応に努め、利用者が安全に通行できるようにしており、意図は妥当で
ある。

・区画整理や宅地開発等により舗装延長が増加している反面、経年劣化等による舗装の補修工事延長も増加し
ていく傾向にあるが、住民から通報や道路パトロールによる早期発見に努め、維持補修の成果向上を図ること
ができる。
・道路は生活を営む上で必要不可欠なものであり、道路補修は上位施策である維持管理の充実に貢献できる。

妥

当

性

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標
★★★★

効率性の維持と成果の改善が必
要

★★★

98.08%

概ね達成された

コストが減少してい
る

達成された

★★★

道路補修要望等処理率

活
動
結
果

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

一 次 評 価 責 任 者

評　　価

廃止・休止

 効率化

　効率化

課題と今後の改善策

事

業

評

価

-31.18%

74.71%

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★★★

平成29年度

平成29年度

平成28年度

道路パトロール実施日数①

平成30年度

ゾーン30工事

３　委託料　23,330,299円

種別 概要 実施額(円) 種別 概要 実施額(円)

消耗品費 道路用清掃用具等 45,517 清掃委託料 駅前広場・歩道・路面・排水施設等 6,506,059 ８　負担金補助及び交付金　18,412,000円 水道課本復旧工事

燃料費 建設機械燃料 627,283 ポンプ点検委託料 高富ずい道ポンプ 86,400

1,998,000

光熱水費 高富ずい道ポンプ 360,128 道水路等除草委託料 中川･江戸川堤防兼用道路･主要道路等 16,737,840

単価契約7件 3,981,103

道路反射鏡補修等工事 補修31基　新設2基他 4,668,073

歩道整備工事 木売新田 176.7m 8,236,000

職員被服費 作業用ヘルメット 27,972

種別 概要 実施額(円) 舗装指定修繕工事 単価契約13件 9,982,685

道路施設修繕料

車検手数料 5台分 7,000

保険料

吉川美南負担分 1件 6,974,640

路面標示工事単価契約

美南三丁目、四丁目 27ha

公用車、モニュメント 304,320

２　役務費　407,440円

４　使用料及び賃借料　1,039,824円

土木積算システム機器賃貸契約等

５　工事請負費　116,713,473円

種別 概要 実施額(円)

        道路反射鏡修繕、 区画線修繕 2箇所

種別 概要 実施額(円)

手数料 オートレベル検査等 96,120 舗装指定修繕工事 単価契約14件 917.4㎡ 9,986,548

舗装補修工事 16件　延長L=1,675.6ｍ 89,769,600

公用車修繕料 車検整備等 1,023,978

10,945,633道路施設修繕43箇所

9,331,200

スクランブル化工事 吉川美南駅西口交差点

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

61,310

269,482

217,886

39,600

5.5/10

道路の舗装及び道路施設の補修、清掃、路肩の除草など、
適正な道路の維持管理を行う。

286,014

-111,784

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

99

一部補助

85.00

正職員直接投入人員 8.08人

国  庫　支　出　金

②

未設定

道路維持補修事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

全年齢

根拠法令等

吉川市単独

受益者負担額（使用料・手数料等）

-99,870

5.5/10

7.4人

61,310

-0.68

76,826

決算(千円)

-0.03

歳
出
予
算
科
目

要望苦情処理

67.10

目

標

設

定

・

実

績

102

平成30年度

対
象
指
標

市道の延長

計画(見込)値

102

85.00

538.44

102

550.00

成
果
指
標

⑧

補助事業の上乗せ・横出しあり

①

単　位

102

5.5/10

72,154 72,953

5.5/10

74,771

活
 

動
 

指
 

標

72,450

実績値

85.00

日

計画(見込)値

市民が道路を快適・安全に利用できるようになる。

km

8.89人

367,204

4,598

道路パトロール実施の総日数

74,484

目標(見込)値

①

毎年繰り返し

県  補  助  率

②

目標(見込)値

7032 03

都市整備部 道路公園課 工務係

No.

7.4人

387,754

直  接  事  業  費

令和2年度

事 前 評 価 日

区　　　　　分

61,310

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

木村　克芳 連絡先

事  業   区  分

区分

事 務 事 業 名

7.4人

施　　　　策

まちづくり目標

事務事業の性質

-

道路維持補修事業

土木費 道路橋りょう費

道路維持費

73,706

道路パトロール実施日数

実績値

人

道路補修要望等処理率
①

③

②

②

0.42人

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

550.00

受益者負担率（⑩÷⑤）

57,900

68,184

そ   　の    他 

204,816

平成30年5月22日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分

対応件数/総要望件数×100
85.00

72,877

平成28年度

63.50

215,190

Ｄ

個別計画の
位置付け

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

306,738

8.08人

240,380

76,600

-118,272

平成30年度

00対象年齢

目
　
　
　
的

67,798

平成30年度

細目

正職員間接投入人員

16,600 129,000

⑥

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

77,700

%

5.5/10

274,080 190,384

全市民

538.82

550.00

実績値

550.00

85.00

101

特定不可 事業年齢

吉川市一般会計

0.38人

事  業   期  間

道路維持補修事業
事前評価責任者

-6,488

直接事業費

執 行 方 法

603203 有

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982 9814

道水路等除草委託料

道路法

一部委託

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

平成28年度

道路パトロール

60320320

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

予算(千円)

舗装及び道路施設の老朽化や道路沿線の環境低下など、
道路舗装の補修等に係る要望が多く寄せられている。

業務プロセス(№・名称）

無

 無

道路の利用者が安全に利用できるようになる。

増減額(千円)決算(千円)

①

③

0.35人

国  補  助  率

383,564

0.38人

102

道路台帳調書記載の市道の実延長

74,500

68,128

305,894208,172319,956

令和元年度

-35,002

0.35人

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

102

290,254

541.39

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)道路の維持管理の充実

第３節　快適な道路網の充実

会計区分第４章 躍動・活力・賑わいのまちづくり（地域振興部門）

0.35人

平成29年度

（直接の対象）市道　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（最終的な対象）市道を利用する市民

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ
ここをクリックすると

総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

42,350

5.5/10

計画名

60320322

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

104

71,781

8,800

301,690

4,598

195,854

61.90

令和2年度

550.00

41,300市　      　  債

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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土 木 費



②

道路改良事業費　70,909,323円

１　需用費　150,247円 ３-１　工事請負費（道路改良工事費）69,078,582円　※=H29からの繰り越し

※

※

※

★

３-２　工事請負費（舗装新設工事費）　　　　　　　　　　　　　　　　★=付帯工事含

該当工事無し

４　負担金補助及び交付金　80,000円

県道路協会負担金

（関東国道協会、埼玉県道路協会、埼玉地区用地対策連絡協議会）

改善実施済 検討中 　改善未実施

木村　克芳

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

令和元年6月26日

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

円／件

目
標
達
成
度

37,274,030
効
率
性

・ガスや上下水道などの占用者と。工事の実施期間について調整を図り、無駄な工事を減らすなどの改善を行ってきている。
・砕石やアスファルト混合物などの材料について、再利用品で低価格なものを使用するなどしている。

↓

達成された達成された 達成された

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

コスト改善の余地

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

・国や県が行う事業や区画整理事業に伴う周辺市道の整備、また、議会での請願や地元要望が多く寄せられている。
・関係事業者と調整を図るとともに、用地買収を伴う工事については、地元の協力を求めていく。

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

課題と今後の改善策

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

改

革

改

善

　　  あり　　     なし

区　　　分
・道路法では、市道の管理はその路線の存する市が行うことに定められているため、役割分担は妥当である。
・当事業は、幹線道路や主要生活道路の改良を行うもので、多くの市民が必要としている事業であり、対象・手
段 は妥当である。
・交通量の多い道路や通学路などの整備を行い、利用者の安全性を高めるものであり、意図は妥当である。

・当事業に要望は多く寄せられており、道路が整備されることで、利用者の安全が図られ、要望に対応できるの
で、成果の向上の余地はある。
・総合振興計画や都市計画マスタープランで位置づけられている主要市道の整備に大きく貢献できるものであ
る。

     縮　小

①

成果向上の余地

役割分担

一 次 評 価 日

今後の方針

事

業

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

   拡　大

達成された

104.99%

結
　
果

★★★★★

成
果
結
果

道路改良発注件数

 効率化

今後の方針

　　  あり　     　なし

   拡　大

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

・公共工事は、積算基準や単価が定められており改善は難しいが、材料については低価格な再利用品を使用す
るなど、コスト改善を図ることができる。
・市道は、不特定多数の市民が利用するため、限定した受益者を伴わない事業である。

  改善のうえで継続

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

活
動
結
果

主

な

取

組

道路改良工事延長

★★★★★

平成30年度

効
率
性

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

　　  妥当　   　 要検討

官

民

役

割

分

担

評

価

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★★

コストが増加してい
る

達成度がやや低い

★★★★★

区分

150.00%

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標

　　  あり　　     なし

他の事業に統合

他の事業に統合

令和元年5月27日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

単　　位単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

294.53%

終了・完了廃止・休止

公  　共  　性

　効率化

廃止・休止

     縮　小

 現状のまま継続

4,065,960

一 次 評 価 責 任 者

説   明

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

評　　価

300.00%

達成された

816.73%

116.40%

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★

平成29年度

平成29年度

平成28年度

合　計 69,078,582 677.9

工事名 工事場所 工事費（円） 工事延長（ｍ）

合　計

市道1-382号線道路改良工事 川藤外 40,557,240 206.4

市道1-382号線用地測量業務委託 榎戸 1,401,727

消耗品、参考図書代

２　委託料　1,600,494円

★★★★★

道路改良地区

成果・効率性向上度のポジション平成30年度

①

66.67%

1,600,494

市道1-382号線道路改良工事(2工区) 川藤外 8,823,600 -

市道2-422号線側溝布設工事 平沼 5,238,000 267.9

市道3-478号線外道路改良工事 三輪野江 11,769,840 156.8

越谷吉川線築造工事に伴う市道2-422号線側溝布設工事

委託名 委託場所 委託費（円）

市道3-408号線用地測量業務委託 上笹塚二丁目 198,767

栄町 2,689,902 46.8

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

　改善未実施
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－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

3,639

74,548

72,927

道路の拡幅と恒久性の高い道路改良を行うため、道路調査
及び測量、設計その他拡幅に必要な道路用地の買収を行
い、工事を実施する。

76,293

62,077

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

99

一部補助

正職員直接投入人員 0.4人

国  庫　支　出　金

②

未設定

道路改良事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

全年齢

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

603201 有

補助事業の上乗せ・横出しあり

0.44人

⑥

決算(千円)
区　　　　　分

3,639

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

39,766

吉川市単独

計画(見込)値

244.38

⑧

488.00

対
象
指
標

未改良道路延長

72,154 72,953

240.54

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

74,771

Ｄ

道路改良工事を発注した件数(付帯工事除く)

12,198

総人口

km

3

活
 

動
 

指
 

標

72,450

①

単　位

3

平成30年度

273

実績値

350.00

計画(見込)値

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名 道路改良事業

7,257

道路改良工事(舗装新設は除く)を行った地区

74,484

目標(見込)値

①

地区

②

645.70

目標(見込)値

1,030.85

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

00対象年齢

目
　
　
　
的

3,366

平成30年度

細目

7032 01

都市整備部 道路公園課 工務係

No.

0.44人

12,198

直  接  事  業  費

令和2年度

事 前 評 価 日

区分

事前評価責任者

3
2

520.00
568.05

③

①成
果
指
標 ②

72,877

4

246.54

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

73,706

道路改良地区

実績値

人

2

事  業   期  間

目

標

設

定

・

実

績

正職員間接投入人員

22,700

②

0.01人

平成30年度

そ   　の    他 

52,593

平成30年5月22日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分

道路改良発注件数
件

道路改良工事(舗装新設工事含)の延長

道路改良工事延長

9,73941,912 51,848

市道利用者

245.97

246.05

3

実績値

245.32

6

420.00

3

23,700

247.77

受益者負担率（⑩÷⑤）

受益者負担額（使用料・手数料等）

39,650

市　      　  債

業務プロセス(№・名称）
道路改良工事

計画名

m

特定不可 事業年齢

吉川市一般会計

0.02人

3,366

3,61870,9098,832

主要な生活道路を整備することにより、地域の利用者が安全
に通行できる。

増減額(千円)

28,600

0.44人

3,639

決算(千円)

0

歳
出
予
算
科
目

0.25人

道路新設工事

70320101

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

予算(千円)

生活道路の整備要望は多くの市民から寄せられ、要望に応
じきれていない状況であるが、沿道の土地利用や交通状況
および地域のバランス等を踏まえ、計画的に整備を進めて
いく必要がある。

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982 9814

道路法

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

平成28年度

木村　克芳 連絡先

事  業   区  分

施　　　　策

まちづくり目標

事務事業の性質

-

道路改良事業

土木費 道路橋りょう費

道路新設改良費

無

22,500

令和2年度

70320102

①

③

0.02人

国  補  助  率

41,912

0.02人

2

道路台帳調書の未改良道路の延長

22,700

令和元年度

0.02人

0.4人 0.04

2,146

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

平成28年度

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)生活道路の整備

第３節　快適な道路網の充実

会計区分第４章 躍動・活力・賑わいのまちづくり（地域振興部門）

0.02人

平成29年度

（直接の対象)市道
(最終的な対象)市道を利用する市民

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ
ここをクリックすると

総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

都市計画街路整備事業
市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

62,350

6

2

3

71,181

32,239

3

7,257

2 2

677.90

244.90

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無

Copyright(C)2018 Yoshikawa City office.all rights reserved

― 302 ― ― 303 ―

土 木 費



②

１　修繕等

改善実施済 検討中 　改善未実施

効
率
性

166.67%

他の事業に統合

説   明

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

一 次 評 価 責 任 者

133.33%

公  　共  　性

単　　位

排水施設名

須賀排水樋管

きよみ野ます蓋修繕

平沼排水樋管

中島排水樋管

中野地内排水路修繕

合計 箇所

箇所 樋管部掘削、水路掘削

1

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 平成29年度

平成29年度

  改善のうえで継続

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

活
動
結
果

主

な

取

組

修繕を実施した箇所数①

96.23%

達成された

箇所 集水ます修繕

1 箇所 転落防止柵かさ上げ

1 箇所 転落防止柵かさ上げ

1 箇所 排水路修繕

1

　効率化

廃止・休止

     縮　小

 現状のまま継続

令和元年5月27日

排水路整備延長

・市街化区域内の排水路の維持管理は市の責務であり、妥当である。
・排水路のパトロールや現地調査を実施し、適正に排水施設の破損補修や改善修繕を行う手段は妥当である。
・排水施設を良好な状態に維持し、排水機能の能力が低下しないようにする意図は妥当である。

・修繕実施率が100％であり、これ以上の成果はないことから成果向上の余地はないものである。
・排水施設の機能維持のための修繕であり、上位施策への貢献度は低い。

     縮　小

　　  あり　　     なし

他の事業に統合

・機能維持のための小規模な修繕工事と塵芥処理が主であり、コスト改善の余地は少ない。
・市街化区域内の排水路の維持管理は市の責務であり、他の者に求める余地はない。

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

5

改

革

改

善

100.00%

評　　価

排水路整備延長

平成30年度

箇所数 内容

   拡　大

終了・完了

②

今後の方針

排水路維持管理において、排水路からの悪臭等の苦情が多く寄せられているが、下水道（汚水）に接続されていないこと（浄化槽の維持管理
不足）が原因である場合が多いため、接続率の促進が課題である。
排水路の維持管理のための修繕については現状維持とし、並行して下水道（汚水）への接続率を向上させていく。

成果向上の余地

役割分担

一 次 評 価 日

★★★★★★★★★★

 効率化

★★★★★

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

区分

100.00%

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標

効
率
性

結
　
果

平成28年度

概ね達成された

廃止・休止

成果・効率性向上度のポジション

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

事

業

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

   拡　大

官

民

役

割

分

担

評

価

成
果
結
果

★★★★

今後の方針

　　  あり　     　なし

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

平成30年度

　　  あり　　     なし

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

課題と今後の改善策

区　　　分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

コスト改善の余地

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

★★★★★

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標
達成された達成された 達成された

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

排水路のパトロール時に、スクリーンの堆積物を除去しており、常に排水機能の能力保持に努めている。また、不法投棄物を発見したときは、
速やかに撤去を実施している。

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

円／m

目
標
達
成
度

226,453

令和元年6月26日

多田　文武

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

　改善未実施
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－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

排水路整備工事

計画名

2,846

51.00

30

2,405

53.00 0

5

50420402

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)雨水処理施設管理の充実

第６節　総合的な治水対策の推進

会計区分第３章 うるおい・安心・快適なまちづくり（生活環境部門）

0.02人

平成29年度

市街化区域内の排水施設（道路公園課管理施設を除く）

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ
ここをクリックすると

総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有 無

令和2年度

3

市　      　  債

歳
出
予
算
科
目

①

③

0.02人

国  補  助  率

4,797

0.02人

38

年間に修繕を実施した箇所数

5,435

4

3

0

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982 9981

一部委託

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

2,094

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

維持工事、修繕は業者委託

排水施設を良好な状態に維持し、機能低下が防止される。

増減額(千円)

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

7743,804505

予算(千円)

公共下水道雨水函渠整備を順次進めているが、多額の事
業費と年数を要するため、それまでの間、既存水路を適切
に維持管理していく必要がある。

業務プロセス(№・名称）
排水路施設修繕

50402403

0.02人

0.24人

秋谷　裕司 連絡先

事  業   区  分

施　　　　策

まちづくり目標

事務事業の性質

-

排水施設管理事業

土木費 道路橋りょう費

総合治水費

特定不可 事業年齢

吉川市一般会計

0.02人

2,631

平成28年度

1,000

0.19人

1,631

-0.05

2,311

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

決算(千円)

0

実績値

3

目標(見込)値

3

38
30

30

排水路整備延長
m

年間に修繕を実施した箇所数

②

3

目標(見込)値

成
果
指
標

① 30

事  業   期  間

0

3

平成28年度

4

2,631

正職員間接投入人員

②

0.03人

平成30年度

そ   　の    他 

6,132

平成30年5月22日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分

③

実績値

②

単　位

平成30年度

0.25人

38

令和元年度

箇所
修繕を実施した箇所数

①

受益者負担率（⑩÷⑤）

受益者負担額（使用料・手数料等）

2,846

0

3

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

水路パトロール実施回数

4,797

24.00

30
回

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

-対象年齢

目
　
　
　
的

2,084

平成30年度

細目

7042 08

目

標

設

定

・

実

績

3

都市整備部 河川下水道課 総合治水係

No.

0.19人

2,589

直  接  事  業  費

令和2年度

事 前 評 価 日

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名 排水施設等管理事業
事前評価責任者

2,405

年間に実施した水路パトロールの回数

①

-453

実績値

3

計画(見込)値

3

2,589

箇所

0

活
 

動
 

指
 

標

5

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

Ｄ

排水路の整備をした延長

吉川市単独

計画(見込)値

3

⑧

3

対
象
指
標

補修が必要な排水施設の数

未設定

総合治水事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

604204 有

補助事業の上乗せ・横出しあり

0.19人

⑥

決算(千円)
区　　　　　分

1,631

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

2,486

正職員直接投入人員 0.24人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

1,631

5,435

4,038

①水路パトロールの実施
②要望箇所の調査測量
③流水支障箇所の修繕
④水路整備

6,132

3,299

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

-

一部補助

法定受託事務 自治事務

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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①

ポンプ施設（吉川五区ポンプ場、下河岸ポンプ場、栄町ポンプ場、保調整池ポンプ場、大型エンジンポンプ（荏原製）3台　（寺田製）1台）

１　業務委託

２　施設修繕

改善実施済 検討中 　改善未実施

委　　託　　名 内　　　容

吉川五区ポンプ場外3施設点検整備業務委託 吉川五区ポンプ場、下河岸ポンプ場、栄町ポンプ場、保調整池ポンプ場の機器類点検整備

大型エンジンポンプ車点検整備業務委託 大型エンジンポンプ車（寺田製）1台の点検整備

吉川五区ポンプ場消防設備保守点検業務委託 消火設備機器点検

自家用電気工作物保安管理業務委託（H30） 吉川五区ポンプ場自家用電気工作物保安管理業務

修　　繕　　名 内　　　容

大型エンジンポンプ車バッテリー修繕 大型エンジンポンプ車（荏原製）1台のバッテリー修繕

大型エンジンポンプ車吐出ホース修繕 大型エンジンポンプ車（荏原製）吐出ホース修繕

吉川5区ポンプ場冷却水ヒーター交換修繕 吉川5区ポンプ場の冷却水ヒーター交換修繕

効
率
性

-1.25%

100.00%

他の事業に統合

説   明

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

一 次 評 価 責 任 者

評　　価

点検業務

平成30年度

100.00%

達成された

100.00%

単  位
当たり
コスト

減少することが良いとされる指標

100.00%

令和元年5月27日

点検業務

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★★★

終了・完了

公  　共  　性

　効率化

廃止・休止

     縮　小

 現状のまま継続

・治水対策として市が設置したポンプ施設の維持管理は、市の責務であり、妥当である。
・ポンプ施設が適正に運転できるように、動作確認、電気点検及び修繕を実施することは市の責務であり、妥当
である。
・各施設がポンプ排水を必要な時に、支障なく運転できる状態にすることは市の責務であり、妥当である。

・遠方監視装置を設置することで、常にポンプの状態が監視できることから成果向上の余地はある。
・市の治水対策として、内水排除は最重要施策であり、それを担うポンプ施設を維持管理することにより、総合的
な治水対策の推進に大きく貢献している。

     縮　小

3,356,245

　　  あり　　     なし

平成29年度

平成29年度

他の事業に統合

・経年劣化に伴い実施するポンプ施設修繕であり、コスト改善の余地は少ない。
・市の治水対策は市の責務であり、他の者に求める余地はない。

  改善のうえで継続

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

活
動
結
果

主

な

取

組

ポンプ運転故障件数①

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

単　　位

コスト改善の余地

 効率化

100.00%

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標

100.00%

効
率
性

★★★★★

平成30年度

区　　　分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが若干減少
している

達成された

★★★★★

区分

政策的意思決定を必要とするが、突出した行政上の専門知識を
必要としないサービス

廃止・休止

成果・効率性向上度のポジション

   拡　大

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

①

成果向上の余地

役割分担

一 次 評 価 日

今後の方針

事

業

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

   拡　大

官

民

役

割

分

担

評

価

★★★★★

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

課題と今後の改善策

成
果
結
果

★★★★★

今後の方針

　　  あり　     　なし

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

ポンプ施設の排水能力増強について多くの要望が寄せられているが、排水先の河川管理者（国土交通省、埼玉県）から了承が得られない状
況となっている。そのため、一級河川改修促進事業により、河川管理者へ要望活動を継続的に実施する。
自家発電機の設置されていないポンプ場については、その設置が必要となる。

円／件

目
標
達
成
度

3,314,255
結
　
果

平成28年度

達成された

改

革

改

善

　　  あり　　     なし有
効
性

↗

ポンプ修繕を実施する際に、緊急性の低い修繕については、発注の時期や修繕項目をできる限り集約し、コスト削減に努めている。
平成28年度から、水害対策として新たに新方川へ強制排水させるための大型ポンプ車を1台配置している。

達成された達成された 達成された

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

令和元年6月26日

多田文武

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

　改善未実施
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－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

ポンプ施設点検

計画名

-168

4

13,928

0

50420301

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)雨水処理施設管理の充実

第６節　総合的な治水対策の推進

会計区分第３章 うるおい・安心・快適なまちづくり（生活環境部門）

0.08人

平成29年度

①下河岸ポンプ場、吉川五区ポンプ場、栄町ポンプ場、保調整池
②大型ポンプ車　5台
③木売落かんがい排水機場

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有 無

令和2年度

8

市　      　  債

下水道雨水ポンプ施設等管理事業
市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

平成28年度

①

③

0.08人

国  補  助  率

37,153

0.1人

4

一般会計で管理しているポンプ場及び大型エンジンポンプの数

50420302

0.08人

0.97人

8,617

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

0.1人

15,533

事務事業の性質

32歳

ポンプ施設管理事業

土木費 道路橋りょう費

総合治水費

昭和61年度 事業年齢

吉川市一般会計

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982 9981

一部委託

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

歳
出
予
算
科
目

4

機械・電気設備点検

ポンプ排水が必要な時に、支障なく運転できる。

増減額(千円)

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

6,3955,7244,850

予算(千円)

ポンプ施設は経年劣化により、故障の発生頻度も高くなるこ
とから、定期的な点検及び更新が必要となっている。

業務プロセス(№・名称）
ポンプ施設維持管理

8,000

0.89人

7,533

-0.08

9,077

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

決算(千円)

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

-0.02

0

4
4

平成30年5月22日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分

③

0

平成28年度

0

15,53337,153 13,257

実績値

8

秋谷　裕司

施　　　　策

まちづくり目標

事 前 評 価 日

単　位

4

平成30年度

区分

事  業   期  間

目

標

設

定

・

実

績

正職員間接投入人員

②

8

8

件

そ   　の    他 

14,468

4
4

運転停止故障件数

ポンプ運転故障件数
①

受益者負担率（⑩÷⑤）

受益者負担額（使用料・手数料等）

-168

8

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

点検業務

①

件

②

0

目標(見込)値

成
果
指
標

Ｄ

0

対
象
指
標

ポンプ場及び大型エンジンポンプの数

実績値

②

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
目標(見込)値

令和元年度

8

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

-対象年齢

目
　
　
　
的

8,575

平成30年度

細目

7042 09

都市整備部 河川下水道課 総合治水係

No.

0.89人

7,533

13,425

直  接  事  業  費

令和2年度

0.1人

平成30年度

事 務 事 業 名 ポンプ施設管理事業
連絡先

事  業   区  分
基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

28,076

1人

13,928

業務委託年間件数

8

-1,042

実績値

0

0

13,425

基

活
 

動
 

指
 

標

計画(見込)値

①

吉川市単独

計画(見込)値

8

未設定

総合治水事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

604205 有

補助事業の上乗せ・横出しあり

0.89人

⑥

決算(千円)
区　　　　　分

⑧

事前評価責任者

正職員直接投入人員 0.97人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

7,533

13,257

5,851

①ポンプ場は毎年、動作確認、機械・電気設備点検を実施
②大型ポンプ車は隔年、動作確認、設備点検を実施
③木売落かんがい排水機場は運転負担金を支払う。

14,468

874

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

-

一部補助

法定受託事務 自治事務

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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土 木 費



②

Ⅰ Ⅲ

Ⅱ Ⅳ

改善実施済 検討中 　改善未実施

★★★★★

コストが増加してい
る

達成された

道路橋点検業務委託

平成30年度

★★

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

予防措置段階

橋梁数

62

定義

機能に支障が出ていない状態

機能に支障はないが、予防保全観点から措置を講じるのが望ましい状態

区分 橋梁数 定義

早期措置段階 7 機能に支障が出る可能性があり早期に措置を講ずるべき状態

緊急措置段階 機能に支障が出ている。又は生じる可能性が著しく高く緊急的に措置をするべき状態0

３　診断判定別橋梁数(平成31年3月現在)※橋梁数は点検時のもので、点検以降補修を行ったものは数値に反映していない

95

円／橋

木村　克芳

概要

終了・完了

令和元年6月26日

達成された

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

19,025,803

達成度がやや低い達成度が低い

市道1-461号線栄橋外補修工事 9,612,000

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

区分

健全

無名橋35(平沼一丁目)

JR敷地内の中曽根跨線橋橋りょう点検（JR委託）

・橋梁の維持には多額の費用が必要となるため、橋梁の必要性を検討し、補修を行う必要がある。
・専門的な知識・技術・経験を有する職員の不足。

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

↓

コスト改善の余地

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

結
　
果

今後の方針

事

業

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

   拡　大

官

民

役

割

分

担

評

価

目
標
達
成
度

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

・計画的に長寿命化率を向上させるためには、交付金の獲得が必要不可欠であることから、他自治体の事例を参考にする必要がある。
・経験のある職員の採用や、国や県が実施する研修に積極的に参加し、職員の技術力を向上させる。

点検75橋

　　  あり　　     なし

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

課題と今後の改善策

区　　　分

概要

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

橋りょう長寿命化事業　　54,624,669円

１　委託料　　43,198,269円

種別 実施額（円）

効
率
性

・道路法では、橋梁の管理はその橋梁の存する市が行うことに定められているため、役割分担は妥当である。
・市が管理する橋長2ｍ以上の橋梁について、道路法において5年に1度の近接目視点検が義務付けられてお
り、計画的に点検及び修繕を実施していくものであり、手段については妥当である。
・修繕が必要な箇所の早期発見に努め、利用者が安全に通行できるようにしており、意図は妥当である。

・今後においては橋梁数の大幅な増加は見込まれないが、高度経済成長期に建設された橋りょうが経年劣化し
ていく中で、定期的な点検を行い、計画的に修繕していくことで成果向上を図ることができる。
・橋梁は生活を営む上で必要不可欠なものであり、橋梁長寿命化は上位施策である維持管理の充実に貢献で
きる。

     縮　小

②

2橋補修

市道2-318号線無名橋35補修工事 1,814,400 1橋補修

橋の名称(所在)

栄橋(川藤)、戸井橋(三輪野江)

成果向上の余地

役割分担

一 次 評 価 日

 効率化

活
動
結
果

主

な

取

組

橋梁長寿命化実施率①成
果
結
果

★★★★★

今後の方針

　　  あり　     　なし

   拡　大

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

  　　妥当　　    要検討

点検44橋※H29からの繰り越し事業

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

二
次
評
価

区分

100.00%

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標

成果・効率性向上度のポジション

★★★★★

150.00%
成果の維持と効率性の改善が必
要

２　工事請負費　　11,432,880円

種別 実施額（円）

廃止・休止

改

革

改

善

・公共工事は、積算基準や単価が定められており改善は難しいが、工法や補修内容を的確に選択し、コスト改
善を図っていく余地がある。
 ・橋梁の維持管理は、道路管理者が行うものであり、受益者負担の余地はない。

 現状のまま継続

令和元年5月27日

橋梁の修繕数

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

単  位
当たり
コスト 11,290,910

　　  あり　　     なし

他の事業に統合

効
率
性

9,245,229

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

達成された

12,312,000

道路橋点検業務委託 21,641,040

吉川美南駅構内中曽根跨線橋橋りょう点検

同上

107.87%

終了・完了

公  　共  　性

　効率化

廃止・休止

     縮　小

他の事業に統合

★★★

  改善のうえで継続

説   明

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

一 次 評 価 責 任 者

評　　価

68.19%

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

達成された

･長寿命化計画に基づき補修工事を実施することで、事業費の平準化を図ることが出来るものであり、確実に計画を遂行する必要があることか
ら、近接する工事（舗装補修工事や同規模の橋梁修繕）と一体的に発注するなどの効率化を検討し、長寿命化率の向上を図る。

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

68.51%

★★★★★

平成29年度

平成29年度

平成28年度

増加することが良いとされる指標

38.94%

橋梁の修繕数

平成30年度

100.00%

単　　位

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

Copyright(C)2018 Yoshikawa City office.all rights reserved

－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

13,0072,876 20,137

橋梁利用者

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

2,452

57,077

54,699

16,638

5.5/10

橋梁点検により、修繕、架け替えなど適正な橋梁の維持管
理を行う。

60,819

15,552

99

一部補助

6,400

修繕箇所/修繕計画箇所数×100

正職員直接投入人員 0.73人

国  庫　支　出　金

②

167

未設定

橋りょう維持補修事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

603204 有

補助事業の上乗せ・横出しあり

0.3人

⑥

決算(千円)
区　　　　　分

5.5/10

72,154 72,953

吉川市単独

計画(見込)値

総人口

橋

4

17

13.17

対
象
指
標

橋梁数

15,626

74,771

18

Ｄ

橋梁の修繕工事を実施した数

活
 

動
 

指
 

標

72,450

①

単　位

75

平成30年度

実績値

10.40

計画(見込)値

13,815

21,340

橋梁2.0m以上の橋で点検調査を実施した数(5年毎実施)

74,484

目標(見込)値

①

橋

②

10.17

目標(見込)値

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

個別施設計画

00対象年齢

目
　
　
　
的

6,091

平成30年度

細目

7032 04

都市整備部 道路公園課 工務係

No.

0.3人

45,164

直  接  事  業  費

令和2年度

事 前 評 価 日

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名 橋りょう長寿命化事業

0.3人

164

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

4.05

25
22

平成30年度

15
橋

そ   　の    他 

23,879

平成30年5月22日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分

11

橋梁の修繕数
橋

橋梁長2.0m以上の橋のうち健全である橋梁/橋梁数×100

18

事前評価責任者

44

15,600

72,877

2

173

全額補助

平成29年度

1,300市　      　  債

事業年齢

吉川市一般会計

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

45

橋梁長寿命化実施率
①

③

②

受益者負担率（⑩÷⑤）

目

標

設

定

・

実

績

正職員間接投入人員

2,700

②

0.01人

目標(見込)値

73,706

橋梁の点検調査実施数

実績値

人

44

⑧

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

3,515

-3,638

167

45

12.57

5.5/10

事  業   期  間

成
果
指
標

2,452

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

11,36354,62539,073

令和元年度

%

0.01人

0.73人

令和2年度

167

道路橋点検業務委託

橋梁の利用者が安全に利用できる。

増減額(千円)

44,800

0.3人

2,452

-0.43

2,558

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

決算(千円)

-0.02

歳
出
予
算
科
目

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

予算(千円)

橋梁施設の老朽化等から、適正な点検や補修を行い、第三
者に対する安全性や災害時などによる避難路の確保が求
められている。

業務プロセス(№・名称）
橋梁点検業務委託

計画名

9814

平成28年度

橋りょう補修工事

70320402

無

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982

道路法

一部委託

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無
70320404

木村　克芳 連絡先

事  業   区  分

施　　　　策

まちづくり目標

事務事業の性質

5歳

橋りょう長寿命化事業

土木費 道路橋りょう費

橋りょう維持費

平成25年度

①

③

0.01人

国  補  助  率

6,073

0.03人

75

橋長2.0m以上の橋(掛替等で2.0m未満となったものは除く)

15,600

1,897

6,120

3,565

0.03人

4,702 3,850

11,914

5.5/10

7

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)道路の維持管理の充実

第３節　快適な道路網の充実

会計区分第４章 躍動・活力・賑わいのまちづくり（地域振興部門）

0.01人

平成29年度

(直接の対象) 市道の橋長2.0m以上の橋梁
(最終的な対象) 橋りょうを利用する市民

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ
ここをクリックすると

総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

21

14,500

4

橋梁の修繕率

71,781

19,745

47,252

21,340

4

14.97

5.5/10

平成28年度

8.98

7 4

10.97

12,900

173

3

受益者負担額（使用料・手数料等）

4,512

5.5/10

167

167

実績値

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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土 木 費



①

　組合施行の土地区画整理事業に対し技術的な人的支援を行い、都市計画道路・区画街路の整備、家屋等移転の促進を図る

　保留地契約面積

　一般保留地

　付け保留地

改善実施済 検討中 　改善未実施

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

概ね達成された

平成29年度

平成29年度

平成30年度 平成29年度 対前年度比

成
果
結
果

活
動
結
果

平成28年度

-52.11%

99.27%

★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★

成果・効率性向上度のポジション

他の事業に統合 終了・完了

　効率化     縮　小

説   明

  現状のまま継続

 効率化

【役割分担】土地区画整理法に基づき事業を円滑に進めるため、市が吉川中央土地区画整理組合に対し、職員
の技術的な支援及び補助金を交付することは妥当である。
【対象・手段】土地区画整理事業を促進するための手段として、職員の技術支援や県補助金に対する市の負担
金及び補助金の交付は妥当である。
【意図】吉川中央土地区画整理組合の円滑な事業の促進と健全な経営を図っていく意図は、事業の根幹をなす
ものであり妥当である。

【成果向上の余地】事業計画の変更や資金計画の見直しを行い、事業の進捗率を高めており、成果向上の余地
はない。
【上位施策への貢献度】吉川中央土地区画整理事業を促進することは、後期基本計画の「新しい市街地の整備」
を推進するものであり、貢献度は高い。

上位施策への
貢献度

  　　妥当　　    要検討

事業の進捗率（使用収益開始面積ベース）

平成30年度区分

76.13%

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標

①
成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★

達成度がやや低い

★★★

付け保留地の売買契約締結の促進 1,795,839

平成30年度

②

概ね達成された

二 次 評 価 日

二
次
評
価

一 次 評 価 日

コストが減少してい
る

今後の方針

　　  あり　     　なし

コスト改善の余地

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

結
　
果

実施主体の妥当性

今後の方針

役割分担

官

民

役

割

分

担

評

価

★★★★

69.60%

課題と今後の改善策

区　　　分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

効
率
性

目
標
達
成
度

860,018

　手段を改善（実施主体・手段の改善）   拡　大

改

革

改

善

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   拡　大

  改善のうえで継続

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

 改善のうえで継続

事

業

評

価

妥

当

性

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

　　  あり　　     なし

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

換地処分に向けての事業進捗が重要となることから、区画整理登記申請書作成や事業計画書変更（最終）作成等の業務を計画的に行っていく
必要がある。

概ね達成された

他の事業に統合

単　　位

付け保留地の売買契約締結の促進

吉川中央土地区画整理組合では、平成28年4月に事業計画変更（第6回）の認可を得て、事業の精査、資金計画の見直しを行い、事業期間、補
助事業期間の延伸を行った。

主

な

取

組

公  　共  　性

99.64%

有
効
性

円／%

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

99.51%

達成度がやや低い

より多くの市民に提供されるが、突出した必需性が見当たらない
サービス

行政関与の
妥当性

廃止・休止 現状のまま継続

令和元年5月27日

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

一 次 評 価 責 任 者

評　　価

廃止・休止

成果向上の余地

岡田　康幸

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

↑

令和元年6月26日

終了・完了

     縮　小

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

事業内容

支援項目

　人的支援

　財政的支援

人 人 ％4 4

平成29年度 対前年度比

　使用収益開始面積 62.3 ｈａ 61.0 ｈａ 1.02 ％

事業計画面積

74.8

評価判断理由（特記事項）

【コスト改善の余地】技術支援の職員数は進捗状況により増減し、県補助金を効果的に活用することにより、コス
ト意識の徹底を図っていく。
【受益者負担の適正化余地】地権者から土地の一部を提供（減歩）していることから、事業の性格上、使用料や
負担金等の受益者負担金を直接的に求める事業ではない。

効
率
性

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

±0

千円 千円 ％29,648 77,551 38.23

事業進捗状況 平成30年度

ｈａ

57,841.50 ｍ254,222.07 ｍ2 52,476.49 ｍ2 1.03 ％

44,530.69 ｍ2 43,995.51 ｍ2 1.01 ％

9,691.38 ｍ2 8,480.98 ｍ2 1.14 ％

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

③

②

100.00

83.30

計画(見込)値

100.00

30,585

92.20
100.00

31,970

3,57529,64877,551

令和元年度

0.97人

62.50

94.00

60.90

60.30

執行済事業費/総事業費
%

令和2年度

64.00

29,700市　      　  債

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)吉川中央地区の整備

第２節　新しい市街地の整備

会計区分第４章 躍動・活力・賑わいのまちづくり（地域振興部門）

0.97人

平成29年度

吉川中央土地区画整理事業

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

組合土地区画整理の技術支援

2.98人

吉川中央土地区画整理事業の円滑な促進と健全な経営を図
れるようになる。

増減額(千円)

8,500

26,600

決算(千円)

-49,509

計画名

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

①

③

0.97人

国  補  助  率

65,029

0.99人

69.60

地区面積74.8ha

26,600

 有

38,710

61.00

61.50

100.00

実績値

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

平成28年度

50130101

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

予算(千円)

東日本大震災以降、国、県への補助要望額に対しその交付
額が約60％で推移しているため、事業の財源確保が厳しい
状況にある。

業務プロセス(№・名称）

無

歳
出
予
算
科
目

決算(千円)

岡田　康幸 連絡先

事  業   区  分

施　　　　策

まちづくり目標

事務事業の性質

22歳

吉川中央土地区画整理促進事業

土木費 都市計画費

土地区画整理費

平成8年度 事業年齢

吉川市一般会計

0.99人

事  業   期  間

吉川中央土地区画整理促進事業
事前評価責任者

-1,606

直接事業費

執 行 方 法

601401

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982 2430

土地区画整理法123条に基づく勧告、助言、援助

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

35,329

86.00

平成28年度

90.20

82.20

実績値

事業の進捗率（使用収益開始面積ベース）

69,700

平成30年度

81.60
%

そ   　の    他 

35,018

平成30年5月22日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分

80.60

⑥

61.00

受益者負担率（⑩÷⑤）

事 業 名

款 項

目

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

付け保留地の売買契約締結の促進

土地区画整理法、組合区画整理事業補助金交付要綱

その他

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

33,257

正職員間接投入人員

-43,100 3,200

事業の進捗率（事業費ベース）
①

2.92人

組合土地区画整理事業補助金交付要綱に基づく補助金及
び国、県の補助金を活用し、組合区画整理事業を促進す
る。
事業を円滑に促進するために、土地区画整理法第123条に
基づく勧告、助言、援助を行う。

61,618

-47,904

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

-

31,110

100.00

活
 

動
 

指
 

標

2.95人

実績値

89.00

0.98人

7,600

Ｄ

②

ha

84.70

83.60

90.00
成
果
指
標

対
象
指
標

複数年度

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

都市計画マスタープラン

-対象年齢

目
　
　
　
的

31,816

平成30年度

細目

7014 01

都市整備部 都市計画課 組合区画整理担当

No.

2.92人

109,367

直  接  事  業  費

令和2年度

事 前 評 価 日

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名

33,785

（売買契約締結数＋契約時確認数）/未契約件数

目標(見込)値

①

%

②

92.50

目標(見込)値

39,667

単　位
計画(見込)値

使用収益開始面積

62.30

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑧

補助事業の上乗せ・横出しあり

81.00

①

目

標

設

定

・

実

績

80.00

平成30年度

74.80

使用収益開始面積/地区面積

一部補助

平成35年度

吉川中央土地区画整理促進事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

根拠法令等

吉川市単独

受益者負担額（使用料・手数料等）

-6,409

2.92人正職員直接投入人員 2.98人

国  庫　支　出　金

②

-0.02

区　　　　　分

30,210人　　　件　　　費

32,575

30,210

-0.06

32,454

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

30,210

59,857

29,648

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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土 木 費



①

１　公園等管理報償費 ３　公園施設修繕料 ４　公園等管理委託料 ６　公園等工事請負費

トイレ関係

その他

２　光熱水費 ５　遊具点検委託料

改善実施済 検討中 　改善未実施

電気 7,829,763円 8.4%増 57公園 799,200円

上水 2,614,691円 5.1%増

下水 829,056円 8.0%増

合計 11,273,510円 7.6%増

内容 金額

関公園植栽工事 7,553,520円

関公園ログハウス解体工事 4,737,960円

合計 12,292,480円

合計　70 延べ42 8,605,500円 1 5,832円 合計 244,707,200円

合計

遊具・施設等 17 1,895,102円 樹木管理等 228,831,200円

児童　5 5 172,000円 照明関係 21 1,354,060円 公園清掃・池清掃 14,364,000円

緑地等　9 5 396,400円 18 826,826円 電気設備 1,512,000円

木村　克芳

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

令和元年6月26日

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

円／箇所

目
標
達
成
度

811,513

「公園再生プロジェクト」を開始し「市民に身近で親しみのある公園」を市全体の公園コンセプトに定め、老朽化した遊具や施設の見直しを行なった。
市民の参加による公園等の維持管理を推進した。
夜間公園パトロールの実施を小中学校の長期休業期間のみから通年実施とした。

↓

達成された
達成度がかなり低

い
達成された

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

コスト改善の余地

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

結
　
果

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

「公園再生プロジェクト」の展開により工事請負費、修繕料等の増加が見込まれる。また、街路樹が大きく成長しているため管理費の増加も見
込まれる。照明灯のLED化や水道栓を節水型のものに入れ替えるなど、省エネルギー化を図ることにより光熱水費の抑制が必要。

　　  あり　　     なし

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

課題と今後の改善策

区　　　分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

105.26%

効
率
性

市が設置した都市公園の管理については、都市公園法に「当該地方公共団体が行う」と規定されており、市が
適正な維持管理を行なってくものである。そのために、市民の参加による管理、業者による管理及び直営による
管理の区分に応じて役割分担を行い、快適かつ安全に公園等を利用できることを目指す。

引き続き、市民の参加による公園等の維持管理を推進する。また、不具合を早期に発見することで修繕経費を
必要最小限に抑えることができる点において成果向上の余地がある。また、本事業を充実させることで基本計画
の「うるおい・安心・快適なまちづくり」に貢献することができる。

     縮　小

公園数等 団体数 金額 内容

成
果
結
果

★★★★★

今後の方針

　　  あり　     　なし

   拡　大

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

成果向上の余地

役割分担

一 次 評 価 日

今後の方針

事

業

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

   拡　大

官

民

役

割

分

担

評

価

平成28年度

達成された

改

革

改

善

件数 金額 内容

57 4,081,820円

平成30年度

★

成果・効率性向上度のポジション

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

廃止・休止

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★★

コストが増加してい
る

達成された

★★★★★

区分

170.36%

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標

①

★★★★★

 効率化

活
動
結
果

主

な

取

組

利用者からの苦情件数①

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

単　　位単  位
当たり
コスト

減少することが良いとされる指標

18.18%

日常点検実施回数

平成30年度

効
率
性

経常業務の度合が高く、かつ行政上の専門知識を必要としない
サービス

金額

公園　56 32

金額 前年比 内容 金額

8,037,100円

終了・完了

公  　共  　性

　効率化

廃止・休止

     縮　小

公園遊具や施設に対するいたずら被害が増加・悪質化しているため、「公園再生プロジェクト」を進める中で、樹木の剪定や伐採を行い公園内
の死角をなくすことや、防犯カメラの導入を検討する。

 現状のまま継続

令和元年5月27日

日常点検実施回数 655,229

　　  あり　　     なし

他の事業に統合

遊具や施設等の老朽化により修繕料及び委託料の減額は困難であるが、指定管理者制度の導入やＰＦＩの活用
により維持管理費を抑制できる可能性がある。また、テニスコートの利用料、公園使用料、公園占用料の改定も
検討の余地がある。

  改善のうえで継続

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

関公園の公園再生プロジェクトの2年目の工事を進めると同時に、保第3公園やその他の公園の計画を効率よく作成できるように工夫する。

133.33%

他の事業に統合

説   明

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

一 次 評 価 責 任 者

評　　価

107.14%

達成された

23.85%

166.67%

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★★★

平成29年度

平成29年度

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

37,199

324,605

290,779

・「公園再生プロジェクト」を推進する。
・公園等管理団体へ報償費を支払う。
・業者による通常維持管理委託を発注する
・専門業者による公園遊具の精密点検委託を発注する。
・業者による日常点検（目視、打診など）を発注する。
・業者や職員による施設修繕を行なう。

331,527

15,092

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

99

0.48%

一部補助

正職員直接投入人員 4.79人

国  庫　支　出　金

②

未設定

公園維持管理事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

全年齢

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

703301 有

補助事業の上乗せ・横出しあり

4.57人

⑥

決算(千円)
区　　　　　分

37,199

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

267,584

吉川市単独

計画(見込)値

74,771

⑧

12

対
象
指
標

全市民

228 227

72,877

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

229

26

Ｄ

遊具点検業務委託の締結（57箇所×1回）

311,027

市が管理を行なう都市公園等の数

人

57

活
 

動
 

指
 

標

227

①

単　位

380

平成30年度

計画(見込)値

回

-3,031

実績値

11

5.64人

335,282

職員による公園等の日常点検回数

227

目標(見込)値

①

箇所

②

4

9

目標(見込)値

4

成
果
指
標

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

緑の計画

00対象年齢

目
　
　
　
的

40,230

平成30年度

細目

7033 01

都市整備部 道路公園課 公園緑地係

No.

4.57人

312,544

直  接  事  業  費

令和2年度

事 前 評 価 日

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名 公園維持管理事業
事前評価責任者

箇所

57

20

4

72,154

受益者負担率（⑩÷⑤） 0.37%

受益者負担額（使用料・手数料等）

7,767

227

57

71,781

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

227

日常点検実施回数

実績値

280

精密点検実施公園数
箇所

公園等の利用者からの施設管理瑕疵の苦情・要望件数

利用者からの苦情件数
①

③

②

1,177

事  業   期  間

目

標

設

定

・

実

績

正職員間接投入人員

②

0.27人

平成30年度

そ   　の    他 

329,985

396

0.36%

平成30年5月22日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分

280

10

平成28年度

4

11

330,469

365

314,810 318,794

都市公園等の箇所数

72,450

72,953

280

実績値

1,168 1,564

73,706

3,898

300

365

10

477

0.35%

市民による公園管理・樹木剪定等の業者管理

公園・緑地等が良好に管理されることにより、市民が快適か
つ安全に公園・緑地等を利用できる。

増減額(千円)

294,812

4.57人

37,199

-0.22

48,769

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

決算(千円)

-0.01

歳
出
予
算
科
目

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

予算(千円)

・施設の老朽化
・公園・緑地等内のいたずらや犯罪の防止対策

業務プロセス(№・名称）
公園、街路等の樹木の管理業務

計画名

1,177

60330103

0.22人

4.79人

木村　克芳 連絡先

事  業   区  分

施　　　　策

まちづくり目標

事務事業の性質

-

公園維持管理事業

土木費 都市計画費

公園費

特定不可 事業年齢

吉川市一般会計

0.27人

298,083287,406272,314

令和元年度

6

件

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982 9901

都市公園法、吉川市都市公園条例

市民等協働

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

平成28年度

公園施設等の修繕（直営・請負）

60330105

無

0.11%

349

令和2年度

74,484

市　      　  債

4,247

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

公園マナー向上啓発回数

①

③

0.22人

1,177

国  補  助  率

316,353

0.23人

26

400

市の人口

0.38%

345

40,748

333,740

58 57

6

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)公園の適正な維持管理

第２節　みどり豊かなまちづくり

会計区分第３章 うるおい・安心・快適なまちづくり（生活環境部門）

0.22人

平成29年度

公園・緑地等
全市民

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

365

41広報・ＨＰなどによる公園利用のマナー向上啓発回数

12,061

1,198

58

280

57

227

0.35%

332,011

58

法定受託事務 自治事務

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無

吉川市単独
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土 木 費



－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

10,996

174,468

193,852

26,105

1/2

・道路の新設や拡幅など恒久性の高い道路整備を行うた
め、道路調査及び測量、設計、用地買収を行い、工事を実
施する。
・埼玉県の実施する街路整備事業に係る費用の一部を負担
する。

201,180

-12,203

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

99

一部補助

正職員直接投入人員 0.87人

国  庫　支　出　金

②

未設定

都市計画街路整備事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

全年齢

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

603202 有

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

決算(千円)
区　　　　　分

木村　克芳 連絡先

まちづくり目標

事務事業の性質

-

都市計画街路整備事業

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

226,495

m

都市計画道路整備率
①

事  業   期  間

70.20
49.20

①
56.26

吉川市単独

計画(見込)値

343,300

23,550.00

活
 

動
 

指
 

標

72,450

5.5/10

72,154 72,953

5.5/10

23,550.00

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

74,771

8,994.89

Ｄ

用地買収済面積

8,995.93

71.90

3,704

実績値

71.90
成
果
指
標

518,629

24,785

執行済事業費／総事業費

74,484

目標(見込)値

①

%

②

73.80

目標(見込)値

1.33人

複数年度

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

00対象年齢

目
　
　
　
的

7,293

平成30年度

細目

7032 02

都市整備部 道路公園課 工務係

No.

1.33人

182,968

直  接  事  業  費

令和2年度

事 前 評 価 日

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名 都市計画街路整備事業
事前評価責任者

人

平成30年度

8,994.89
㎡

そ   　の    他 

56,895

平成20年5月22日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分

8,994.89

整備済延長／都市計画決定延長

8,995.93

③

②

73.80

対
象
指
標

都市計画道路延長

総人口
②

8,995.93

72,877

22,770.00

73,706

22,770.00

受益者負担率（⑩÷⑤）

目

標

設

定

・

実

績

都市計画道路が整備され、交通の円滑化が進むとともに市
民が安全に利用できる。

増減額(千円)

327,313

1.33人

10,996

0.46

1,073

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

決算(千円)

0.02

歳
出
予
算
科
目

0.12人 0.87人

事  業   区  分

用地購入

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

土木費 都市計画費

都市計画街路整備事業費

業務プロセス(№・名称）

-8,499

1/2

施　　　　策

5.5/10

25,030 30,183

市道利用者

75,533

73.80

特定不可 事業年齢

吉川市一般会計

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982 9814

都市計画法

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

平成28年度

道路築造工事（国庫補助事業）

計画名

70320207

70320206

正職員間接投入人員 0.01人

①

③

0.06人

国  補  助  率

227,568

0.04人

61.07

都市計画道路決定済の総延長

119,500

31,238

平成28年度

24,785

23,550.00

22,770.00

令和元年度

実績値

単　位

平成30年度

5.5/10

0.06人

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)幹線道路の整備

第３節　快適な道路網の充実

会計区分第４章 躍動・活力・賑わいのまちづくり（地域振興部門）

0.06人

平成29年度

(直接の対象)都市計画道路
(最終的な対象)都市計画道路を利用する市民

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ
ここをクリックすると

総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有

131,500

令和2年度

23,550.00

171,300市　      　  債

23,550.00

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

都市計画道路の整備は、区画整理事業、国、県等の事業と
も調整するとともに、多額に事業費を要することから、国庫
補助事業の活用を図る。

⑧

25,363

-12,000

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

32,009

計画(見込)値

8,995.93

71.90

-1,320 99,796

38.40

73.80

41.52

%

38.40

道路用地買収面積(越谷吉川線市施行分）

71,181

受益者負担額（使用料・手数料等）

4,821

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

無

141,300

7,328

507,633163,472175,675

道路改良事業

73.60

8,995.93

87.28

実績値

165,000

338,309

予算(千円)

10,996

119,500

0.04人

都市計画道路整備率(越谷吉川線市施行分）

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無

Copyright(C)2018 Yoshikawa City office.all rights reserved

①

※H29より繰り越し

※R1へ繰り越し

※R1へ繰り越し

改善実施済 検討中 　改善未実施

木村　克芳

-

-

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

付帯工事一式他

２　工事請負費　82,248,000円

(都)越谷吉川線地盤変動影響事前調査委託 993,600

仮橋等設計一式

物件調査一式

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

   拡　大

官

民

役

割

分

担

評

価

①

結
　
果

目
標
達
成
度

69,990,000

(都)越谷吉川線地盤改良工事(2工区)

(都)越谷吉川線仮設引込管整備工事

(都)越谷吉川線地盤改良に伴う付帯工事 他4件

  改善のうえで継続

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが減少してい
る

達成された

★★★★★

①

今後の方針

　　  あり　     　なし

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

課題と今後の改善策

区　　　分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

令和元年6月26日

概要

　　  あり　　     なし

　　  あり　　     なし

工事費(円)

(都)越谷吉川線地盤改良工事

事

業

評

価 コスト改善の余地

地盤改良工事一式

     縮　小

・公共工事は、積算基準や単価が定められており改善は難しいが、材料については低価格な再利用品を使用す
るなど、コスト改善を図ることが出来る。
・道路は、不特定多数の市民が利用するため、限定した受益者を伴わない事業である。

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討
・都市計画道路は道路法の道路であり、市道の管理はその路線の存する市が行うことに定められているため、
役割分担は妥当である。
・街路事業は、計画的なまちづくりの基礎をなすものとされており、都市計画事業として整備する。
・幹線道路である都市計画道路の整備は、公共交通網の構築や円滑な交通が図られることから、妥当である。

・他の都市計画道路整備事業に合わせ、一体的な整備を図り、交通機能・市街地形成機能・空間機能が発揮さ
れる。
・総合振興計画で位置づけ、国や県が行う事業に関連し進めている事業である。

他の事業に統合
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

説   明

12,258,000

概要

都市計画道路の整備は、国の補助金を活用している。

↑円／% 2,856,858

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

・国や県が行う事業及び中央土地区画整理組合が行っている事業に合わせ、都市計画道路整備の整合を図る。
・財源となる国庫補助金の確保が課題となっている。

１　委託料　3,909,600円

委託名 委託費(円)

(都)越谷吉川線仮橋等詳細設計業務委託 2,916,000

成果向上の余地

役割分担

一 次 評 価 日

今後の方針

改

革

改

善

達成された

成
果
結
果

★★★★★

区分

84.39%

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標

   拡　大

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

達成された達成された 達成された

都市計画道路整備率

平成30年度

★★★★★

100.00%

100.00%

効
率
性

活
動
結
果

主

な

取

組

単　　位

廃止・休止

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

工事名

  　　妥当　　    要検討

効
率
性

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

都市計画道路整備率(越谷吉川線市施行分）

平成30年度

108.55%

委託料 委託費(円)

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針  効率化

他の事業に統合

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 終了・完了

公  　共  　性

　効率化

廃止・休止

     縮　小

 現状のまま継続

令和元年5月27日 一 次 評 価 責 任 者

二
次
評
価

平成28年度

評　　価

★★★★★

平成29年度

平成29年度

概ね達成された

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

100.00%

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

4,406,737

成果・効率性向上度のポジション

都市計画道路整備率(越谷吉川線市施行分）

概要

用地測量業務委託 629,620 用地測量一式

物件調査業務委託 669,600 物件調査一式

不動産鑑定料 488,160 不動産鑑定一式

４　総合公園川藤線街路整備事業 委託料 1,787,380円

地盤改良工事一式

仮設引込管工事一式

-35.17%

102.36%

３　負担金補助及び交付金　　　　75,526,703円

    越谷吉川線街路整備事業費負担金(吉川橋)他3件

★★★★

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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②

１　災害用備蓄物資・資機材・備品等購入

主要な購入品目

２　災害時応援協定締結団体

３　減災プロジェクト

改善実施済 検討中 　改善未実施

一 次 評 価 責 任 者

評　　価

アルファ米

NPO法人コメリ災害対策センター,㈱エフエムこしがや,㈱日本環境調査研究所、（一社）環境ロボティクス協会
保育幼稚園課扱い（NPO法人こどもの広場おひさま（おひさま保育園）,社会福祉法人すくすくどろんこの会（よしかわ杜の保育園））

開催日 会場 訓練参加団体

平成30年11月4日
三輪野江小学校

他

陸上自衛隊第３２普通科連隊、埼玉県防災航空隊、埼玉県警察吉川警察署、吉川松伏消防組合、吉川市消防団、吉川市立東中学校、吉川市水道課、東京電力パワーグリッド（株）川口支社、東彩
ガス（株）、（株）ＮＴＴドコモ埼玉支店、（株）サイボウ、星野総合商事（株）、（株）ニード、（株）佐々木建興、吉川市国際友好協会、吉川市建設業協会、（株）ＮＴＴ東日本埼玉南支店、（株）伊藤園、ヴェ
オリア・ジェネッツ（株）、（株）日本環境調査研究所、（一社）環境ロボティクス協会、（一社）埼玉県トラック協会吉川支部、（一社）日本福祉用具供給協会、（一社）吉川松伏医師会、（一社）埼玉県ＬＰ
ガス協会南東武支部、社会福祉法人平成会、特別養護老人ホーム吉川平成園

4,000食

210.73%

・新たな浸水想定区域（想定し得る最大規模の浸水想定区域）を踏まえ、吉川市防災マップの改訂を行う。
・総合的かつ実践的な訓練を継続的に実施し、消防や警察などの防災関連機関及び災害時応援協定締結団体との連携を深めるとともに、災害時における資機材の調達や人材確保に向け、民間団体等と
の災害時応援協定を拡大する。

100.00%

他の事業に統合

説   明

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

2,004本 2,016本 13個

100.00%

100.00%

平成28年度

 効率化

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★★★

終了・完了

公  　共  　性

　効率化

廃止・休止

     縮　小

・新たな浸水想定区域（想定し得る最大規模の浸水想定区域）等を踏まえ、吉川市防災マップの改訂を行う。
・総合的かつ実践的な訓練を継続的に実施し、自衛隊や消防、警察などの防災関連機関及び災害時応援協定締結団体との連携を深めるとと
もに、災害時における資機材の調達や人材確保に向け、民間団体等との災害時応援協定を拡大する。

 現状のまま継続

令和元年5月27日

災害用非常食の購入

  改善のうえで継続

      あり　　     なし

100.00%

災害用非常食の購入

平成30年度

効
率
性

保存水（2ℓ） 保存水（500ml) 段ボールベッド

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

活
動
結
果

主

な

取

組

達成された

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

課題と今後の改善策

区　　　分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

　　  妥当　   　 要検討

★★★★★

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★★

コストが増加してい
る

達成された

★★★★★

区分

100.00%

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標

成果・効率性向上度のポジション

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

廃止・休止

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

②

成果向上の余地

役割分担

一 次 評 価 日

今後の方針

事

業

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

   拡　大

官

民

役

割

分

担

評

価

成
果
結
果

★★★★★

今後の方針

　　  あり　     　なし

   拡　大

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

100.00%

効
率
性

・市民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関などの協力を得て、市の防災に関する計画を
作成し、災害対策を行う市の役割、地域防災計画をもとに防災対策を進め、市民の生命と財産を守るという意図
は妥当であると判断する。

・社会情勢の変化や新たな災害事例の発生に伴い、常に災害被害防止の成果向上に努めなければならない事
業である。また、当事務事業は、「災害に強いまちづくり」の施策の中心となる事務事業であり、上位施策に貢献
している。

     縮　小

達成された

平成30年度

★★★★★

10,307

　　  あり　　     なし

平成29年度

平成29年度

他の事業に統合

・自主防災会や事業所などに災害用物資の備蓄の協力体制が整備されることにより、市の災害用物資の備蓄
量や備蓄品を検討する余地がある。
・災害対策は、市民の生命、身体及び財産を災害から保護するものであるが、特定の市民や団体を受益者とす
るものではないため、受益者負担の余地はない。

② 災害用非常食料の備蓄数(地域防災計画)

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

単　　位単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

・新たな浸水想定区域（想定し得る最大規模の浸水想定区域）を踏まえ、吉川市防災マップの改訂を行う。
・災害時における資機材の調達や人材確保に向け、民間団体等との災害時応援協定を拡大する。

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

↓

達成された

改

革

改

善

　　  あり　　     なし

コスト改善の余地

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

結
　
果

・関係法令の改正や県計画の見直し等を踏まえ、随時、吉川市地域防災計画を改訂している。
・大規模な地震時における被害を最小限に止めるための総合的かつ実践的な訓練（＝減災プロジェクト）を三輪野江小学校区で実施した。

達成された 達成された

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

円／食

目
標
達
成
度

32,026

令和元年6月25日

島田　勝三

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了
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0
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-10
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0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性
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-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

　改善未実施

Copyright(C)2018 Yoshikawa City office.all rights reserved

－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

3

全職員(臨時職員を含まない)

45,600

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

20,000

4,000

1

15,002

4,000 4,000

1

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)危機管理体制の充実

第５節　災害に強いまちづくり

会計区分第３章 うるおい・安心・快適なまちづくり（生活環境部門）

1人

710

平成29年度

市職員、関係機関、全市民、事業所など

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有 無

00

令和2年度

417

2,400市　      　  債

国民保護等危機対策事業
市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

31,970

4,000

災害用非常食料の備蓄数(地域防災計画)

71,781

14,29291,9049,411

1,487

86,878

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 982

計画名

事  業   区  分

事務事業の性質

特定不可

0.88人

22,016

16,287

22,016

9471

災害対策基本法、災害対策基本法施行令

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

平成28年度

災害協定の締結

50210401

予算(千円)

・東日本大震災や平成27年関東・東北豪雨の発生を機に、
市民の災害に対する意識が高まっている。
・東京湾北部地震や茨城県南部地震などの地震が、近い将
来発生する可能性が高いと想定されている。

業務プロセス(№・名称）
地域防災計画の改定

竹内　栄一 連絡先

-

防災対策事業

消防費 消防費

防災費

事業年齢

吉川市一般会計

・事業を実施することで市民や防災・減災関係機関、事業所
等が一体となり災害対策体制を構築し、災害に備えることが
できる。
・災害が発生したときに、迅速かつ有効な応急対策活動を行
うことができる。

増減額(千円)

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

①

③

0.99人

国  補  助  率

まちづくり目標

50210402

1人

3.09人

35,689

0.88人

4,000

1

平成28年度

1

20,000

1,487

16,28733,289 60,489

全市民

417

418

1

実績値

424

1

1

1

45,600

事  業   期  間

目

標

設

定

・

実

績

正職員間接投入人員

45,600

②

0.67人

平成30年度

20,000
食

そ   　の    他 

80,997

平成30年5月22日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分

20,000

令和元年度

回

20,000

1
1

災害用非常食の購入
食

地域防災計画を改定した回数

20,000

地域防災計画の改訂回数
①

③

403

受益者負担率（⑩÷⑤）

受益者負担額（使用料・手数料等）

19,262

72,877

4,000

404

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

73,706

防災会議の開催回数

実績値

1

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

地域防災計画

00対象年齢

目
　
　
　
的

1,487

31,816

710

3/8

平成30年度

細目

15,577

3.48人

34,714

0.39

24,921

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

決算(千円)

0.11

歳
出
予
算
科
目

2.35人

施　　　　策

5021 04

市民生活部 危機管理課 危機管理担当

No.

3.48人

41,227

直  接  事  業  費

令和2年度

事 前 評 価 日

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名 防災対策事業
事前評価責任者

15,002

74,484

目標(見込)値

①

回

②

1

目標(見込)値

成
果
指
標

41,227

防災会議を開催した回数

2,898

実績値

1

計画(見込)値

総人口

人

4,000

活
 

動
 

指
 

標

72,450

①

②

人

4,000

平成30年度

3/8

72,154 72,953

415

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

74,771

20,000

Ｄ

アルファ米(賞味期限5年)の購入した数量

吉川市単独

計画(見込)値

0

415

アルファ米:備蓄数+購入数-廃棄数(賞味期限5年)

⑧

単　位

3

20,000

1

対
象
指
標

市職員

未設定

防災対策事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

全年齢

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

502104 有

補助事業の上乗せ・横出しあり

3.48人

⑥

決算(千円)
区　　　　　分

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

10,768

正職員直接投入人員 3.09人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

128,105

0

93,140

0

・防災会議を開催し、法令改正等を踏まえ地域防災計画を
改訂
・災害用備蓄物資の整備
・民間団体などと災害時応援協定を締結
・防災・減災意識の向上を目的とした講演会の実施
・総合防災訓練（減災プロジェクト）の実施

126,597

82,493

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

99

一部補助

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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②

１　防災行政無線（固定系）の保守点検 5 防災行政無線関連設備工事

移設工事費(合計)：54,191,484円

県防災行政無線用機器設置工事：259,200円

２　安全・安心メールの配信（平成31年3月31日） 防災行政無線関連設備工事費：529,524円

３　防災情報ツイッターのフォロワー数（平成31年3月31日）

４　デジタル防災行政無線システム

改善実施済 検討中 　改善未実施

島田　勝三

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

令和元年6月25日

円／回

目
標
達
成
度

176,440 ↓

今後の方針

事

業

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

   拡　大

官

民

役

割

分

担

評

価

平成28年度

６　デジタル簡易無線の導入

契約金額

4,255,200円

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

デジタル防災行政無線システム整備工事費（資産）：53,402,760円

区分

100.00%

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

   拡　大

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

二
次
評
価

　　  あり　　     なし成果向上の余地

役割分担

一 次 評 価 日

コスト改善の余地

より多くの市民に提供されるが、突出した必需性が見当たらない
サービス

行政関与の
妥当性

結
　
果

100.00%

今後の方針

　　  あり　     　なし

・防災行政無線以外の情報伝達手段として、文字情報を用いた登録制メール(安全安心メール)やエリアメール、ツイッター、ブログ、アプリを整
備した。
・移動系無線の更新において、新たにデジタル簡易無線を導入した。

達成度がかなり低
い

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

導入したデジタル簡易無線を市全域において安定的に伝達可能とさせる必要がある。

区　　　分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

効
率
性

・災害時において正確な災害情報を伝達する市の役割、市民や災害発生時に市内に滞在している人を対象に、
防災行政無線を用いて、災害の発生や避難情報、被害情報を伝達する意図のいずれも妥当であると判断する。

・聞き取れないなどの意見については、デジタル化により音質の改善を実施。防災行政無線の音域外地域については、放送
内容を文字情報として配信できる登録制メール、ツイッター、音声による伝達として電話応答サービスなどの多様な伝達手段
により成果向上の余地はある。
・「災害に強いまちづくり」を進めるにあたっては、災害時の情報連絡体制を充実することが重要であり、上位施策に貢献して
いる。

     縮　小

②

  　　妥当　　    要検討

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

成
果
結
果

★★★★★

達成された

 効率化

平成29年度

活
動
結
果

主

な

取

組

防災行政無線に関する苦情要望件数②

・防災行政無線は、災害時に使用するものであるが、いつ災害が発生しても使用できるよう適正に維持管理する
必要があり、また、防災行政無線だけではなく、様々な情報連絡体制を充実する必要があるため、コスト改善は
困難である。
・受益者は、全市民等であるため、受益者負担の余地はない。

平成30年度 成果・効率性向上度のポジション

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標

廃止・休止

成果・効率性ともに見直しが必要

★★★★★

終了・完了

公  　共  　性

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

単　　位単  位
当たり
コスト

減少することが良いとされる指標

評価不可

防災行政無線の動作確認回数

平成30年度

効
率
性

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

他の事業に統合

達成された

改

革

改

善 課題と今後の改善策

  改善のうえで継続

★

コストが増加してい
る

　効率化

廃止・休止

     縮　小

防災行政無線(固定系)のデジタル化、メール、ツイッター、電話応答サービスなど手段の多様化に合わせて様々な情報発信が可能となった
が、より多くの市民に確実に情報を伝えるために、それ以外の手法についても検討を図っていく。

 現状のまま継続

防災行政無線の動作確認回数 14,055

　　  あり　　     なし

親局1局、子局73局

業務内容

デジタル簡易無線局(登録局)整備工事

評価不可

1155.38%

防災行政無線(固定系)のデジタル化、メール、ツイッター、電話応答サービスなど手段の多様化に合わせて様々な情報発信が可能となった
が、より多くの市民に確実に情報を伝えるために、それ以外の手法についても検討を図っていく。

13.33%

他の事業に統合

説   明

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

2,655,072円

令和元年5月27日 一 次 評 価 責 任 者

契約金額

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★★★

平成29年度

評　　価

100.00%

達成された

業務内容

防災行政無線（固定系）保守点検業務委託

配信数 契約金額

2,516 26,460円

フォロワー数

3,030

整備数

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

　改善未実施

Copyright(C)2018 Yoshikawa City office.all rights reserved

－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

64,400

1

62,201

0

34

・防災行政無線の整備、保守点検、定時放送などを行う。
・登録制メール（安全・安心メール）に登録した市民等の携帯
電話に、防災行政無線の放送内容をメール配信する。
・ツイッターを活用し、防災行政無線の放送内容を情報発信
する。

63,892

58,546

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

99

一部補助

正職員直接投入人員 0.16人

1

国  庫　支　出　金

②

⑥

決算(千円)
区　　　　　分

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

350,782

0

対
象
指
標

防災行政無線屋外拡声子局

未設定

防災対策事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

全年齢

根拠法令等

直接事業費

⑧

Ｄ

平成30年度

そ   　の    他 

5,458

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 981 9471

災害対策基本法、電波法

人

防災行政無線の動作異常数
①

③

-

吉川市単独

計画(見込)値

0

73

365

0

単　位

1

平成30年度

365

受益者負担額（使用料・手数料等）

871

72,877

365

73

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

73,706

防災行政無線の保守点検回数

72,154 72,953

73

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

総人口

基

365

計画(見込)値

725

実績値

0

3,805

防災行政無線の設備を保守点検した回数

74,484

目標(見込)値

①

回

②

0

目標(見込)値

成
果
指
標

5,096

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

地域防災計画

00対象年齢

目
　
　
　
的

1,683

1

平成30年度

細目

5021 05

市民生活部 危機管理課 危機管理担当

No.

0.24人

5,130

直  接  事  業  費

令和2年度

事 前 評 価 日

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名 防災無線整備事業
事前評価責任者

0

50
市民の声、電話及び窓口における苦情要望の件数

目

標

設

定

・

実

績

74,771

56

防止行政無線の定時放送を実施した回数

活
 

動
 

指
 

標

72,450

①

回

動作異常のあった屋外子局の数

-

平成30年5月22日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分

-

58,400

34

事  業   期  間

正職員間接投入人員

58,400

②

0.15人

1

-

3,8059,177 5,966

0

1

件

1
1

73

受益者負担率（⑩÷⑤）

基

30

補助事業の上乗せ・横出しあり

②

全市民

73

73

令和2年度

73

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

0.05人

3,805

・防災行政無線が常に使用できる状態にあり、緊急時には、
速やかに情報伝達を行うことができる。

増減額(千円)

3,805

0.24人

2,407

0.08

5,529

間　 接　 経 　費　(加算)

0.07人

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

執 行 方 法

502105 有

0.24人

竹内　栄一 連絡先

事  業   区  分

施　　　　策

まちづくり目標

事務事業の性質

25歳

防災無線整備事業

消防費 消防費

防災費

平成5年度 事業年齢

吉川市一般会計

34

コ ス ト 対 象 外  (除外)

0

決算(千円)

0.02

歳
出
予
算
科
目

0.52人 0.16人

決算(千円)

有 無

平成28年度

防災行政無線の放送

50210501

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

予算(千円)

・防災行政無線の放送が聞き取りにくい、音量が大きいなど
の苦情がある。

業務プロセス(№・名称）
防災行政無線の維持管理

計画名

50210502

①

③

0.07人

国  補  助  率

356,311

0.05人

1

34

1

防災行政無線屋外拡声子局の設置数

58,400

1,691

366

73

1

実績値

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)危機管理体制の充実

第５節　災害に強いまちづくり

会計区分第３章 うるおい・安心・快適なまちづくり（生活環境部門）

0.07人

平成29年度

（直接の対象）防災行政無線
（最終的な対象）全市民

 

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有 無

0

防災行政無線に関する苦情要望件数

71,781

3,805

0

0

34

平成28年度

市　      　  債

365

1

3,771

365 365

0

59,271

61,9933,447

1

令和元年度

347,100

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

50

1

実績値

防災行政無線の動作確認回数

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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①

１　防災気象情報提供業務委託

２　江戸川水防事務組合負担金

改善実施済 検討中 　改善未実施

平成28年度

説   明

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

評　　価

効
率
性 　　  あり　　     なし

他の事業に統合

廃止・休止

一 次 評 価 責 任 者

133.33%

・堤防が破堤するなどの大規模な水害に対応できるよう、防災行動計画（タイムライン）をもとに情報発信を行い、状況に応じた適切な避難行動
を市民一人ひとりが実行できるよう啓発活動等を行う。

 現状のまま継続

令和元年5月27日

政策的意思決定を必要とするが、突出した行政上の専門知識を
必要としないサービス

★★★★★

33.33%

達成された

-38.54%

・自治会及び自主防災組織等に事前対策などを協力していただくことや、市民等が可能範囲で予防措置、事前
対策を行うことで、被害が軽減する。このことにより、水害時の応急対策活動に伴う人件費のコスト改善の余地
がある。
・特定の個人や団体の利益や利便性の向上につながるサービスではないため、受益者負担の余地はない。

業

績

評

価

減少することが良いとされる指標

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが減少してい
る

達成された

★★★★★

区分

133.33%

成果・効率性向上度のポジション

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

廃止・休止

平成30年度

終了・完了

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

委託概要 契約金額

吉川市に関する気象コンサルティング、気象注警報情報・水害対策支援情報等のメール配信等 1,944,000円

構成市町 主な事業

平成30年度

★★★★★

 効率化

100.00%

公  　共  　性

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★★★

平成29年度

平成29年度

　　  あり　　     なし

効
率
性

3,131,960

成
果
結
果

達成度が低い

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

成果向上の余地

役割分担

一 次 評 価 日

今後の方針

結
　
果

有
効
性

課題と今後の改善策

区　　　分

他の事業に統合

今後の方針

　　  あり　     　なし

★★

100.00%

水害対策活動の回数

事

業

評

価

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

  改善のうえで継続

単　　位単  位
当たり
コスト

減少することが良いとされる指標

100.00%

より多くの市民に提供されるが、突出した必需性が見当たらない
サービス

行政関与の
妥当性

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

   拡　大

官

民

役

割

分

担

評

価

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

・水害から市民の生命や財産を保護することは、社会的な要求であり、市民自らの災害に対する活動が行われ
る中で、市が主体的に行うことは妥当である。
・水害による被害を最小限にとどめる意図は社会的要求からも妥当であり、そのために水害時の活動体制や資
機材の整備などを行うことは妥当であると判断する。

・水害は、気象情報や浸水情報等により水害の危険性をある程度予測し、予防、事前対策をすること、また、市
民等に対し、水害に係る防災知識を普及することにより、成果向上の余地があると判断する。
・「総合的な治水対策の推進」を進めるにあたっては、河川や雨水処理施設などの整備だけではなく、併せて水
防体制や水防資機材を充実することが重要であり、上位施策に貢献している。

     縮　小

① 水害対策活動の回数

　効率化     縮　小

活
動
結
果

主

な

取

組

水害対策のあった住宅の戸数①

・近年、多発している突発的かつ局地的な集中豪雨による水害や市域の広範囲に及ぶ水害の際は、市の職員だけでは対応することが困難で
ある。また、土のうについては、現在の水防倉庫や一時保管場所では、保管数に限度があり、また、配付する活動にも限界がある。
・住宅、事業所等の水害に対する予防措置などを進めるため、市民等に水害に対する知識の普及や減災意識の高揚を図る。

   拡　大

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

吉川市、三郷市、春日部市、松伏町 水防演習の実施、水防用資機材の購入など 918,000円

負担金

改

革

改

善

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

達成された達成された 達成された

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

コスト改善の余地

・水害時に土のうの設置や交通規制が必要なときに、速やかに対応できるよう、出水期前に、過去に浸水被害のあった地区に土のうやバリ
ケードを配置し、出水期期間中、一時保管している。また、市民に対し、毎年、広報や出前講座により、水害に対する備えについて周知するとと
もに、洪水ハザードマップを掲載した防災マップについて周知したほか、更新作業を進めている。

↑

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

円／回

目
標
達
成
度

1,924,970

令和元年6月25日

島田　勝三

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)水防体制の充実

第５節　災害に強いまちづくり

会計区分第３章 うるおい・安心・快適なまちづくり（生活環境部門）

0.02人

平成29年度

（直接の対象）水防活動従事者
（市職員、消防団）、江戸川水防事務組合
（最終的な対象）全市民

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

0

無

-2,414

①

③

0.02人

国  補  助  率

7,054

0.06人

2

全職員(臨時職員を含まない)

0.06人

4,4363,1514,020

令和2年度

417

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 981 9471

水防法、災害対策基本法

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

竹内　栄一 連絡先

予算(千円)

・近年、全国各地で予測が困難な突発的で局地的な豪雨や数十年
に一度と想定される豪雨が多発している。
・国や県が作成した浸水想定区域図では、江戸川や利根川などの
河川が氾濫した場合、市内の広範囲で浸水するという結果となって
いる。

業務プロセス(№・名称）

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

事  業   区  分

施　　　　策

まちづくり目標

事務事業の性質

-

消防費

防災費

特定不可 事業年齢

吉川市一般会計

平成28年度

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

0.07人

6,264

直  接  事  業  費

令和2年度

2,255

台風や豪雨などの大雨による水害の被害を最小限にとどめ
ることができる。

増減額(千円)

4,436

4,436

歳
出
予
算
科
目

決算(千円)

-0.04

6993,548

0.07人 -0.15

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

市　      　  債

3

71,781

江戸川水防警報等伝達

50210801 水害対策活動体制

計画名

50210802

平成28年度

0

4,4367,054 3,850

全市民

0.02人

0.22人

424

5

平成29年度
目標(見込)値

73,706

水害対策活動の回数

令和元年度

実績値

人

0

417

平成30年5月22日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

区分

72,877

404

全額補助

0

2

403

床上浸水した住宅の戸数

受益者負担額（使用料・手数料等）

-2,414

水害対策のあった住宅の戸数 0

計画(見込)値

受益者負担率（⑩÷⑤）

4,436

事  業   期  間

目

標

設

定

・

実

績

正職員間接投入人員

②

0.05人

そ   　の    他 

6,139

①

33
3

0

418

戸

実績値

成
果
指
標

0

目標(見込)値

③

②

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

地域防災計画

00対象年齢

目
　
　
　
的

2,244

平成30年度

細目

5021 07

市民生活部 危機管理課 危機管理担当

No.事 前 評 価 日

0.38人

4,436

水防体制充実事業
事前評価責任者

平成30年度

水防体制充実事業

消防費

大雨のときに水害対策活動を実施した回数

74,484

目標(見込)値

①

回

②

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名

-1,545

実績値

6,264

総人口

人

活
 

動
 

指
 

標

72,450

①

単　位

3

平成30年度

72,154 72,953

415

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

74,771

Ｄ 吉川市単独

計画(見込)値

415

⑧

0

対
象
指
標

水防活動従事者

未設定

防災対策事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

全年齢

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

502107 有

補助事業の上乗せ・横出しあり

0.07人

⑥

決算(千円)
区　　　　　分

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

3,506

正職員直接投入人員 0.22人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

3,850

3,884

・台風や豪雨の際に、気象の監視、排水ポンプやヒューガル
ポンプによる排水作業、土のうの設置、通行止めなどの水
防活動を行う。また、水防活動に必要な水防資機材の購入
などを行う。
・江戸川右岸の沿川自治体で江戸川水防事務組合を組織し
て、江戸川の水防に関する事務を共同で処理する。

6,139

-869

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

99

一部補助

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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消 防 費



②

１ 市内における防災、衛星、景観等に問題のある空家等の数（平成31年3月31日現在、市2次調査によるもの）

２  市内における特定空家等の数（平成31年3月31日現在）

３ 特定空家対応状況(平成30年4月1日～平成31年3月31日現在)

改善実施済 検討中 　改善未実施

コスト改善の余地

より多くの市民に提供されるが、日常生活に必要不可欠でない
サービス

行政関与の
妥当性

  改善のうえで継続

結
　
果

令和元年6月25日

島田　勝三

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

終了・完了

・空家の実態調査においては、地域の実情を最も精通する自治会の方々に依頼を行い、地域で問題になっている倒壊・老朽・樹木などの著し
い繁茂する隣接地への越境などの棟数を把握することが出来た。
・空家等対策協議会を設立し、空家等対策計画を策定した。

達成度が低い達成度が低い 達成度がやや低い

円／%

実施主体の妥当性

 改善のうえで継続

評価判断理由（特記事項）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし

↑

33.33%

効
率
性

・空家等対策の推進に関する特別措置法の施行により、国、県、市町村、民間の役割分担が定められており、
妥当である。
・市民から寄せられる空家等に関する相談や、啓発を行う手段は妥当である。

・空家の実態調査においては、地域の実情を最も精通する自治会の方々に依頼を行い、地域で問題になってい
る倒壊・老朽・樹木などの著しい繁茂による隣接地への越境などの棟数を把握することが出来た。

     縮　小

成
果
結
果

★★★

5,776

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

・空家等対策計画に基づき、自治会、シルバー人材センターとの協働により空家の見守り活動の展開や、リフォーム、土地建物の売買、賃貸物
件としての活用、解体など民間団体との協力により空家を生み出さない体制の構築を図る。

他の事業に統合

達成度がやや低い

　　  あり　　     なし

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

有
効
性

課題と今後の改善策

区　　　分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

・空家等対策計画に基づき空家の早期発見・早期対応を行うことで、大きな問題を抱える空家が発生しにくくな
り、コスト改善は見込まれる

今後の方針

　　  あり　     　なし

   拡　大

二 次 評 価 日

上位施策への
貢献度

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

改

革

改

善

6,831

一 次 評 価 日

今後の方針

事

業

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

妥

当

性

   拡　大

官

民

役

割

分

担

評

価

      あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

0回 0回

 効率化

成果向上の余地

役割分担

成果・効率性向上度のポジション

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

平成28年度

★★★★★

活
動
結
果

廃止・休止

効率性の維持と成果の改善が必
要

★★★

コストが減少してい
る

達成度が低い

★★

区分

100.00%

業

績

評

価

増加することが良いとされる指標

0回 0回 0回

主

な

取

組

空家の管理改善率

目
標
達
成
度

空家等対策計画に基づき、市民等及び地域の安全・安心の確保並びに生活環境の保全を図る。

 現状のまま継続

令和元年5月27日

空家の適正管理の通報に対する対処率

空家等対策計画に基づき、市民等及び地域の安全・安心の確保並びに生活環境の保全を図る。

68.58%①

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

単　　位単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

44.44%

平成30年度

効
率
性

他の事業に統合

助言・指導 勧告 命令 戒告 代執行

平成30年度

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★

終了・完了

公  　共  　性

　効率化

廃止・休止

     縮　小

説   明

受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

一 次 評 価 責 任 者

評　　価

件数

34件

件数

66.67%

達成された

37.50%

-15.44%

0件

★★

平成29年度

平成29年度

空家等対策協議会の開催回数①

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小     縮　小     縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

　改善未実施

Copyright(C)2018 Yoshikawa City office.all rights reserved

－

～

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　　有 　　  　 　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

544

578

161

・適切な管理が行われていない空家等の所有者等の事情を
把握する。
・所有者等に対する空家等の適正管理を促す。
・空家等対策計画に基づく対策を推進する。

805

-8

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

99

Ｄ

空家等対策事業
事前評価責任者

受益者負担率（⑩÷⑤）

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

人　　　件　　　費

158

正職員直接投入人員 0.06人

国  庫　支　出　金

②

未設定

空家等対策事業

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

全年齢

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

502109 有

市民生活部 危機管理課 危機管理担当

No.

0.05人

683

⑧

-106683

100

活
 

動
 

指
 

標

34

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

対応件数/通知件数×100

吉川市単独

計画(見込)値計画(見込)値

100.00

件

100.00

①

100.00

対
象
指
標

市内おける地域で問題になっている空家の数

709

目標(見込)値

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事 務 事 業 名

3

毎年繰り返し

県  補  助  率

 無
個別計画の
位置付け

空家等対策計画

00対象年齢

目
　
　
　
的

641

平成30年度

細目

5021

-98

09

0.05人

⑥

直  接  事  業  費

令和2年度

平成30年度
平成30年5月22日

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト

0.02人

事 前 評 価 日

100.00

18

全額補助

平成29年度
目標(見込)値

①

回

②

50.00

目標(見込)値

成
果
指
標

実績値

②

1,000

44.44

目

標

設

定

・

実

績

区分

100.00

空家等対策協議会の開催回数

実績値

令和元年度

%①

③

50.00

平成28年度

37.50

100.00

1

年度末現在で市が把握している地域で問題になっている空家の数

100.00 100.00

③

事  業   期  間

正職員間接投入人員

②

0.06人

そ   　の    他 

805 1652,386 578

45

100

3

実績値

100

4
3

単　位

一部補助

平成30年度

補助事業の上乗せ・横出しあり

50.00

1

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

決算(千円)

00.02人0.02人

増減額(千円)

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

1653442

予算(千円)

・転出や相続などにより居住や使用がなされていないことが
常態化している建築物が増加する傾向にある。
・空家がもたらす問題は、防災、衛生、景観をはじめ、多岐
にわたる。

業務プロセス(№・名称）
空家等対策協議会の開催

165

0.05人

544

-0.01

2,228

165

709

竹内　栄一 連絡先

事  業   区  分

施　　　　策

まちづくり目標

事務事業の性質

3歳

空家等対策事業

消防費 消防費

防災費

平成27年度 事業年齢

吉川市一般会計

0.21人

決算(千円)
区　　　　　分

50210901

歳
出
予
算
科
目

644

計画名

-106

所管部署名

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

048 － 981 9471

空家等対策の推進に関する特別措置法

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

款 項

目

計画(千円)当初(千円)

令和元年度

決算(千円)

有 無

平成28年度

空家等物件調査50210902

0.02人

0.06人

①

所有者により空家等が適正に管理されている状態

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)魅力的な地域景観の形成

第１節　調和のとれた住環境づくり

会計区分第３章 うるおい・安心・快適なまちづくり（生活環境部門）

0.02人

平成29年度

市内にある空家等（建築物又はこれに付属する工作物で
あって居住その他使用がなされていないことが常態であるも
の）

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ
ここをクリックすると

総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業 有 無

令和2年度

100

市　      　  債

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

34.29

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

100.00

6

国  補  助  率

2,386

1

空家の適正管理の通報に対する対処率
%

改善件数/通報件数×100

空家の管理改善率

受益者負担額（使用料・手数料等）

当該年度内に開催した協議会の回数

100.00

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無 有  無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無　　　　有 　　  　 　　無　　　　有 　　  　 　　無
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